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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第66期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成14年９月25日 企業会

計基準委員会)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 

平成14年９月25日 企業会計基準委員会)を適用しております。 

３ 提出会社は、平成16年７月20日付で１株につき1.1株の割合をもって株式分割を行っております。 

４ 第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

ないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 平均臨時雇用者数は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。 
  

第一部 【企業情報】

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

売上高 (千円) 10,067,401 9,704,466 10,667,378 11,719,696 12,025,227

経常利益 (千円) 1,104,997 1,273,085 1,409,001 1,581,282 1,741,375

当期純利益 (千円) 509,054 591,995 697,332 918,848 1,020,952

純資産額 (千円) 8,781,792 9,151,384 9,778,997 10,470,570 11,411,377

総資産額 (千円) 10,837,447 10,906,574 11,756,598 12,558,292 13,809,386

１株当たり純資産額 (円) 842.03 875.31 935.70 907.73 981.27

１株当たり当期純利益 (円) 48.80 53.90 63.81 77.28 88.15

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 63.30 76.68 87.77

自己資本比率 (％) 81.0 83.9 83.2 83.4 82.6

自己資本利益率 (％) 5.9 6.6 7.4 9.1 9.3

株価収益率 (倍) 15.0 15.4 15.8 11.7 16.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,097,246 1,097,953 929,547 960,028 1,255,832

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △282,071 △160,805 △196,268 △ 248,939 △508,539

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △202,607 △545,131 △153,981 △ 171,270 △185,981

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,487,840 1,879,856 2,459,153 2,998,971 3,560,281

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
471

〔162〕

479

〔161〕

516

〔209〕

538

〔222〕

582

〔189〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第65期の１株当たり配当額15円には、創業50周年記念配当2.5円を含んでおります。 

３ 第66期の１株当たり配当額14円のうち１円は安定型普通配当の年間分の増配であり、50銭は業績連動型配当

制度に基づく特別配当金であります。 

４ 第67期の１株当たり配当額16円のうち２円50銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。 

５ 第68期の１株当たり配当額20円のうち４円00銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。 

６ 第69期の１株当たり配当額24円のうち４円00銭は業績連動型配当制度に基づく特別配当金であります。 

７ 第66期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成14年９月25日 企業会

計基準委員会)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 

平成14年９月25日 企業会計基準委員会)を適用しております。 

８ 平成16年７月20日付で１株につき1.1株の割合をもって株式分割を行っております。 

９ 第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

ないため記載しておりません。 

10 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

11 平均臨時雇用者数は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。 

  

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

売上高 (千円) 9,836,737 9,527,289 10,618,624 11,694,230 11,998,960

経常利益 (千円) 1,135,593 1,278,991 1,409,383 1,575,370 1,734,351

当期純利益 (千円) 518,284 600,193 698,096 913,228 1,014,208

資本金 (千円) 1,967,121 1,967,121 1,967,121 1,985,400 2,027,522

発行済株式総数 (株) 10,433,065 10,433,065 10,433,065 11,539,621 11,685,371

純資産額 (千円) 8,791,220 9,169,009 9,797,386 10,483,338 11,417,401

総資産額 (千円) 10,821,499 10,907,653 11,758,360 12,554,286 13,803,026

１株当たり純資産額 (円) 842.93 877.00 937.46 908.84 981.79

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

15.00

(6.25)

14.00

(6.25)

16.00

(6.75)

20.00

(8.00)

24.00

(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 49.69 54.69 63.88 76.79 87.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 63.38 76.20 87.19

自己資本比率 (％) 81.2 84.1 83.3 83.5 82.7

自己資本利益率 (％) 6.0 6.7 7.4 9.0 9.3

株価収益率 (倍) 14.7 15.2 15.8 11.8 16.5

配当性向 (％) 30.2 25.6 25.0 26.0 27.4

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
458

〔161〕

474

〔160〕

513

〔207〕

533

〔220〕

575

〔187〕



２ 【沿革】 

昭和27年に東京都港区芝新桜田町においてディスクロージャー関連書類印刷を専門とする会社として、

現在の宝印刷株式会社の前身である株式会社宝商会の商号をもって創業いたしました。その後、産業界の

驚異的復興・発展に対応して昭和35年４月に、東京都港区田村町において新たに宝印刷株式会社を設立い

たしました。 

宝印刷株式会社設立以後の経緯は、次のとおりであります。 

年月 概要

昭和35年４月 資本金500千円をもって東京都港区田村町六丁目13番地に宝印刷株式会社を設立

昭和36年５月 本店を東京都千代田区西神田二丁目９番地に移転

昭和38年４月 本店を東京都千代田区西神田三丁目８番10号(宮城会館)に移転

昭和39年２月 東京都豊島区高田に高南工場を新設

昭和42年８月 

 

外郭団体として証券研究会を創設し、ディスクロージャー関連書類の事例収集と分析等の活動に

注力

昭和43年11月 本店を東京都豊島区高田三丁目23番９号に移転し、高南工場を廃止

昭和48年４月 

 

外国営業部(現ディスクロージャー営業二部)を設置し、日本における外国企業ならびに海外にお

ける国内企業のディスクローズに対応

昭和48年４月 

 

証券研究部を設置し、ディスクロージャー関連法規の研究ならびに記載事例の収集、分析等に一

段と注力

昭和59年３月 

 

大阪証券取引所市場第二部特別指定銘柄制度(新二部市場)の開設に伴い、大阪市南区島之内一丁

目22番20号(大和ビル)に大阪営業所を新設

昭和61年７月 本店を東京都豊島区高田三丁目28番８号(現在地)に移転

昭和61年７月 

 

大阪営業所を大阪支店に名称変更するとともに大阪市中央区上町一丁目24番17号(現大阪支店別

館工場)に移転

昭和63年５月 

 

米国の印刷会社バウン・アンド・カンパニー・インクと協同業務契約を締結し、国際化に伴う業

務の迅速化、効率化をはかる。

昭和63年12月 社団法人日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成元年３月 名古屋市中区錦二丁目８番24号に名古屋営業所を新設

平成元年10月 ビデオ営業部を設置し映像事業を開始

平成３年３月 作業の効率化をはかるため本社別館隣接の土地建物(東京都豊島区高田三丁目23番10号)を購入

平成３年７月 

 

企業のIR(インベスター・リレーションズ)活動を積極的にサポートするため、IR営業部・IR事業

開発部を設置し、ビデオ営業部をIR営業部(現IR推進部)に統合

平成３年11月 

平成４年５月 

 

大阪市中央区船越町一丁目６番６号に大阪支店を移転（現在は大阪市中央区瓦町三丁目6番5号） 

ディスクロージャー関連情報の総合的なサービスの提供のため、ディスクロージャー情報センタ

ー(D.I.C.)を開設

平成６年１月 

 

一部賃借中であった本社の土地建物を購入、これにより本社の土地建物は全て自社所有物件とな

る。

平成６年11月 福岡市中央区天神三丁目４番８号に福岡営業所を新設

平成７年９月 札幌市中央区大通西十一丁目４番に札幌営業所を新設

平成８年４月 東京都北区浮間四丁目24番23号に浮間工場を新設

平成８年８月 広島市中区紙屋町一丁目１番20号に広島営業所を新設

平成９年９月 東京都豊島区に子会社、株式会社フィナンシャルメディア(現当社出資比率82％、現連結子会社)

を設立

平成10年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成12年６月 浮間工場ISO9002取得

平成12年８月 横浜市神奈川区鶴屋町三丁目32番16号に横浜営業所を新設（現在は西区北幸町一丁目11番15号）

平成15年５月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定を受ける。

平成16年４月 ISO9001（品質）、ISO14001（環境）の両認証（適用範囲：全社）を同時取得

平成16年10月 WEB上でHTML編集を可能にした有価証券報告書等編集システム「Xエディター」を開発

平成16年12月 ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証（適用範囲：「Xシステム」）を取得

平成17年３月 プライバシーマーク（個人情報保護システム）の認証（適用範囲：全社）を取得

平成17年12月 ISMSの認証(適用範囲：「Xエディター」)を追加取得

平成18年４月 名古屋市中区錦一丁目20番25号に名古屋営業所を移転



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と子会社１社及び関連会社１社で構成され、証券取引法、会社法関連等の印刷物

の製作販売およびその他の事業を営んでおります。その主要製品は、ディスクロージャー関連書類の制作

印刷物であり、それらに付帯する各種書類作成支援ツールの企画制作、コンサルティングおよびその他の

サービス等の提供を行っております。 

子会社の株式会社フィナンシャルメディアは、主にIR(インベスター・リレーションズ)関連のコンサル

ティング、各種IRツールの企画制作、データベースサービス、WEB運営・管理およびIR専門情報誌「ジャ

パニーズインベスター」の編集・企画・発行などを行っております。 

関連会社の株式会社タスクは、主に株式公開コンサルティング、申請書類の作成支援などを行っており

ます。 

企業集団についての事業系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社ではありません。 

２ 特定子会社に該当しません。 

３ 債務超過会社であり、債務超過額は6,023千円であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年５月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 当社および連結子会社の事業は、印刷業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、従業員数は製品区分

別に区分できないため全社共通としております。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であ

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年５月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であ

ります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべ

き事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)
株式会社 
フィナンシャルメデ
ィア

東京都豊島区 200,000 IR関連のコンサル
ティング、データ
ベースサービス、
WEB運営・管理等

82.0 主に当社が受注するIR関連制
作の企画・コンサルティング
及び当社に印刷物の印刷を委
託しております。 
当社より資金の貸付けがあり
ます。 
役員の兼任３名

区分 従業員数(名)

全社(共通) 582〔189〕

 合計 582〔189〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

575〔187〕 35.3 7.3 5,753,564



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、円高・原油高騰による不安定要因を抱えつつも、企業収益の

改善に伴う設備投資需要の増加や個人消費の伸びに後押しされ底堅く推移し、景気は緩やかな回復基調

となりました。 

 ディスクロージャー印刷分野におきましては、企業業績の回復を受け株価はおおむね堅調に推移いた

しましたものの、証券市場における新規公開（IPO）やファイナンスが前年に比べ減少し、関連印刷物

の受注が伸び悩みました。こうした情勢のもと、当社グループは、前連結会計年度から引き続き中期経

営計画「ビジョン2007」の基本コンセプトである「e-Disclosure Solutions」※に基づき、企業として

の社会的責任を果たすとともに継続的な企業発展を図ってまいりました。 

※「e-Disclosure Solutions」とは、情報化社会の新たなディスクロージャーに対する問題解決を提供

することを目指すキーワードです。 

 その取組みとして、有価証券報告書などの編集ツール「Xエディター」、HTML変換機能などEDINET提

出用データ作成のための機能を備えた「EDICON Pro」、お得意様にディスクロージャー文書作成・情報

加工環境を提供するネットワークシステム「Xシステム」などの各種ツールの開発・改良・提供に努め

るとともに、「証券取引法」や「商法・会社法」をはじめとしたディスクロージャーに関する各種のセ

ミナーを開催するなどお得意様にとって有益な情報の提供に努めてまいりました。 

 また、各企業のIR活動へのニーズを的確に把握し、お得意様のニーズにマッチしたIR活動の提案を展

開するなど中期経営計画「ビジョン2007」に掲げた方針の一つであります「IRを第3の事業の柱に育

成」に向けて積極的に取り組んでまいりました。 

 製造活動におきましては、CTP（コンピュータで組版したデータから直接刷版を作成するシステム）

機をはじめ新たな生産設備の導入に伴い、生産体制を見直し、生産効率の向上に努めるとともに原価低

減に努めてまいりました。 

 さらに、CSR重視の経営を展開する当社グループでは、ISO「品質・環境」、プライバシーマーク、森

林認証の各認証に基づく運用システムを一つに統合し、より効率的な活動が展開できるように見直しを

行いました。また、情報保護に関する取組みとして、「Xシステム」において既に認証取得したISMS

（国際基準のシステムの安全性ならびに情報資産のセキュリティを守るためのマネジメントシステム）

を、財務報告の信頼性の確保、その中でのITへの対応に関する社会的な要請の高まりを受け、当社グル

ープにおいてその登録対象を拡大する活動に取組み、新たに平成17年12月に「Xエディター」において

も取得いたしました。環境面では、お得意様に再生紙、大豆油インクの使用をお勧めするとともに、工

場および社内においても環境に配慮した取組みを行いました。 

 こうした結果、当連結会計年度の連結売上高は12,025百万円（前年同期比2.6％増）、連結経常利益

は1,741百万円（前年同期比10.1％増）、連結当期純利益は1,020百万円（前年同期比11.1％増）を計上

いたしました。 

 これを製品区分別にご説明いたしますと、証券取引法関連製品は、大口のファイナンス案件が前期に

比べ少なく、目論見書等の印刷物が減少したことなどにより売上高は5,115百万円（前年同期比5.6％

減）となりました。 

 会社法関連製品は、株主総会の招集通知などが積極的な受注活動により着実に増加したことに加え、

投資単位の引下げ等の要因により各企業の株主数が増加したことおよび連結計算書類制度の導入ならび

に会社法施行に伴い定款の変更がなされたこと等で株主総会招集通知の頁数が増加したことなどにより

売上高は2,679百万円（前年同期比16.1％増）となりました。 

 IR関連製品は、事業報告書や会社案内などの積極的な受注活動に加え、事業報告書の受注単価が増加

したことなどにより売上高は2,721百万円（前年同期比11.7％増）となりました。 

 その他製品は、法定公告が減少したことなどにより売上高は1,508百万円（前年同期比3.1％減）とな

りました。 

なお、当期より、IR関連製品の売上の重要性が増してきたため、製品区分を従来の三区分から四区分



に変更しております。また、会社法の施行に伴い商法関連製品を会社法関連製品に表示を変更してお

ります。従来の製品区分での売上高は、証券取引法関連製品5,115百万円（前年同期比5.6％減）、会社

法関連製品4,940百万円（前年同期比11.6％増）、その他製品1,969百万円（前年同期比5.0％増）とな

ります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

561百万円増加し、当連結会計年度末には、3,560百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,255百万円(前年同期比30.8％増)となりました。 

 収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益1,728百万円、減価償却費310百万円であり、支出の主な

内訳は、法人税等の支払額666百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

投資活動の結果使用した資金は508百万円(前年同期比104.3％増)となりました。 

 これは、投資事業組合への出資による支出368百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

財務活動の結果使用した資金は185百万円(前年同期比8.6％増)となりました。 

 収入の主な内訳は、株式の発行による収入84百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払額252

百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループにおいて、開示対象となる事業の種類別セグメントはありませんので製品区分別に記載し

ております。なお、当連結会計年度より製品区分を商法関連から会社法関連に表示を変更しております。

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当連結会計年度より、「ＩＲ関連（事業報告書等）」の売上の重要性が増してきたため、製品区分を従来の

三区分から、四区分に変更しました。なお、旧区分による実績は次のとおりであります。 

 
(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度より、「ＩＲ関連（事業報告書等）」の売上の重要性が増してきたため、製品区分を従来の

三区分から、四区分に変更しました。なお、旧区分による実績は次のとおりであります。 

製品区分別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,115,094 △5.6

会社法関連 2,679,972 ＋16.1

ＩＲ関連 2,721,885 ＋11.7

その他 1,508,275 △3.1

合計 12,025,227 ＋2.6

製品区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,115,094 △5.6

会社法関連 4,940,393 ＋11.6

その他 1,969,739 ＋5.0

合計 12,025,227 ＋2.6

製品区分別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,098,356 △3.1 857,766 △1.9

会社法関連 2,852,495 ＋23.1 906,590 ＋23.5

ＩＲ関連 2,891,249 ＋14.8 882,427 ＋23.8

その他 1,465,672 △5.7 67,079 △38.8

合計 12,307,774 ＋5.6 2,713,864 ＋11.6

製品区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,098,356 △3.1 857,766 △1.9

会社法関連 5,234,607 ＋17.4 1,656,829 ＋21.6

その他 1,974,810 ＋2.2 199,267 ＋2.6

合計 12,307,774 ＋5.6 2,713,864 ＋11.6



(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

 
  
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２連結会計年度において、総販売実績の10％以上を占める販売顧客に該当するものはありません。 

３ 当連結会計年度より、「ＩＲ関連（事業報告書等）」の売上の重要性が増してきたため、製品区分を従来の

三区分から、四区分に変更しました。なお、旧区分による実績は次のとおりであります。 

 
  

製品区分別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,115,094 △5.6

会社法関連 2,679,972 ＋16.1

ＩＲ関連 2,721,885 ＋11.7

その他 1,508,275 △3.1

合計 12,025,227 ＋2.6

製品区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

証券取引法関連 5,115,094 △5.6

会社法関連 4,940,393 ＋11.6

その他 1,969,739 ＋5.0

合計 12,025,227 ＋2.6



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、企業収益の改善と設備投資の増加に加え、個人消費の伸びが予想さ

れるなど、わが国経済は引き続き緩やかな回復歩調を強めるものと思われます。 

 このような状況下において、当社グループは、「ディスクロージャーのパイオニアとして、お得意

様に感動していただける最善のサービスを提供し、社業の発展に努め、情報化社会に貢献する」を社

訓とし、中期経営計画では「e-Disclosure Solutions」を基本コンセプトに、効率的な経営を図り、

継続的な企業発展に努めるとともに、環境、社会、経済に配慮したCSRの理念を重視する経営を推進

いたします。 

 具体的には、お得意様のニーズを的確に捉え、ディスクロージャーに関するコンサルティングサー

ビス、IT化対応サービス等のより一層の充実と企業IRをトータルサポートする体制の強化を図り、営

業体制の強化に努めてまいります。 

 さらに、本年5月に施行された会社法に対応したサービス内容の充実、同じく本年6月に公布された

改正証券取引法（題名が金融商品取引法に改正されることとされております。）により法制化される

四半期報告制度、内部統制報告制度および確認書制度等への対応を進め、ディスクロージャー事業の

深化と拡大に向けての取組みを加速し、お得意様にとっての「ディスクロージャー＆IRサービスのオ

ンリーワン企業」を目指すとともに、当社グループにおいても、金融商品取引法の施行に伴い、同法

が求める内部統制報告制度および確認書制度の整備に対する体制を確立し、各ステークホルダーに対

する当社グループの信頼性および業績の向上に取り組む所存であります。 

 加えて、当社グループでは、企業価値を高めるために、ISOへの取組み等CSR重視の経営を進めてお

りますが、コーポレート・ガバナンス充実の一貫として会社法が求める内部統制システムの構築につ

きましても、さらにその運用の充実を図ることが必要と判断いたしております。 

 その取組みとして、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの効率化・迅速化を図り、

経営体制を強化するために、従来の本部制を廃止し、執行役員制度を導入することを本年7月の取締

役会において決議し、平成18年８月24日より実施しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

① ディスクロージャー関連法令等の改正による影響 

  ディスクロージャー関連の書類の多くは、商法や証券取引法に基づき作成されておりましたが、本

年、会社・株式制度の改革やディスクロージャー制度の充実の観点等から、会社法が本年５月に施行

され、また、証券取引法も６月に改正（題名が金融商品取引法に改正されることとされておりま

す。）されました。 

 これら法令の改正や施行により、当社が受注しているディスクロージャー関連の書類は、記載内容

の変更等に伴いページ数や必要部数の増減が生じるなど、当社の売上は影響を受けることがありま

す。当社は、このような改正や施行の動向を一早く把握し、対応策を素早く講ずることができるよ

う、日頃よりディスクロージャー制度に関するあらゆる情報を収集する専門のセクションを設置して

おります。 

② 株式市場からの影響 

  当社が専門領域としているディスクロージャー関連書類の作成につきましては、有価証券報告書や

株主総会の招集通知、事業報告書など継続・定期開示書類と、株式の新規公開時の申請書類やファイ

ナンスに関する書類などの不定期開示書類とがあります。このうち不定期開示書類関連の受注につき

ましては、株式市場の影響を受け、当社の売上ならびに利益に大きな影響を与えることがあります。

 当社は、この影響を軽減するため、継続・定期開示書類を積極的に受注すべく営業活動を展開しお

得意様のニーズに的確に応えるサービスの提供に努めることにより、業績の安定を目指しておりま

す。 

③ 情報の管理 

  お得意様に対するサービス内容は、近年、有価証券報告書などの電子開示制度「EDINET」をはじめ

としたディスクロージャーのIT化の流れを踏まえ、IT技術を有効に活用したものとなってきておりま

す。そのため、当社は情報漏洩の事故防止の観点からお得意様の情報セキュリティーの確保を最重要

課題とし、より強固な管理体制の構築に努めております。その一環として当社は平成16年12月に、お

得意様の文書作成および保管環境を提供するネットワークシステム「Xシステム」を対象にISMS（情

報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得し、さらに平成17年12月には、この対象範囲

を、有価証券報告書などの文書編集システム「Xエディター」に拡大いたしました。  

 また、お得意様などからお預かりする個人情報保護の観点からコンプライアンスプログラムを確立

し、そのマネジメントシステムを運用している結果として、平成17年３月15日にプライバシーマーク

の認証を取得いたしました。 

④ 売上高の季節的変動 

  当社の売上高は、お得意様の決算期が３月に集中していることに伴い季節的変動があり、第１四半

期（６月～８月）の売上高が他の四半期に比べて高くなる傾向があります。 

 なお、会社法の施行により可能となった四半期配当の実施会社の増加や、金融商品取引法に基づく

四半期報告制度が平成20年４月以降に開始されましても、この傾向は変わらないと考えております。

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

協同業務契約 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

宝印刷株式会社
バウン・アンド・ 
カンパニー・インク 
(米国)

当社とバウン・アンド・カン
パニー・インクが印刷物作成
に関する相互の業務協力を謳
ったものであります。 
 
 

当初契約日 昭和63年５月18日 
なお、一部内容を変更して平成11年
１月12日に再度契約を締結しており
ます。 
双方が契約の更新を望む時は、１年
毎に自動的に更新されます。



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

当連結会計年度は、大口のファイナンス案件が前期に比べ少なく、目論見書、株券、法定公告等の

売上の減少がありましたが、第１四半期においては、商法改正による連結計算書類制度の導入によ

り、第４四半期においては、会社法施行に伴う定款の変更がなされたこと等により、株主総会招集通

知の売上増加があったことや、また、積極的な受注活動により事業報告書や会社案内などのIR関連売

上も増加したことなどもあり、当連結会計年度の業績は、前連結会計年度に対し増収増益を達成する

ことができました。  

② 売上高及び営業利益 

売上高につきましては、「１ 業績等の概要 （1）業績」と「２ 生産、受注及び販売の状況」に記

載のとおりであります。 

 売上原価は、前連結会計年度より130百万円減少し、7,076百万円となりました。売上原価率は、原

価率の高い目論見書、株券、法定公告等の売上高が減少し、招集通知や事業報告書等の売上高が増加

したため、製品売上構成比率が改善したことや、製造活動におきましては、ＣＴＰ機をはじめ新たな

生産設備の導入に伴い、生産体制を見直し、生産効率の向上に努めるとともに、原価低減に努めてま

いりましたことが功を奏し、前連結会計年度に比べ2.7ポイント低下し、58.8％となりました。 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べて10.5％、322百万円増加し3,382百万円となりま

した。主な増加要因は、人件費の増加や役員賞与に関する会計処理を変更し、利益処分により未処分

利益の減少として処理する方法から発生時に費用処理する方法に変更したことなどによります。 

 この結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ7.8％増加し、1,566百万円となりました。  

③ 営業外損益及び経常利益 

営業外損益は、前連結会計年度の＋127百万円（純額）から＋175百万円（純額）となり、47百万円

の増益となりました。これは、主として、投資事業組合投資利益の増加24百万円によるものでありま

す。 

 この結果、経常利益は、前連結会計年度に対して10.1％増加の1,741百万円となりました。  

④ 特別損益 

特別損益は、前連結会計年度の△15百万円（純額）から△13百万円(純額）となりました。これ

は、前連結会計年度に計上しておりました宝育英基金受贈益20百万円が当連結会計年度では発生しな

かったことや投資有価証券売却益が26百万円増加したことなどによります。 

 この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に対して10.4％増加の1,728百万円となり

ました。  

⑤ 当期純利益 

当期純利益は、1,020百万円となり、前連結会計年度に比べ、11.1％増加しました。 

 １株当たり当期純利益は、前連結会計年度に比べ14.1％増加の88円15銭となりました。 

 ROE（自己資本当期純利益率）は、0.2ポイント増加し、9.3％になりました。  

  



（２）財政状態の分析 

資産、負債及び資本の状況 

（イ）資産 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、12.2％増加し、6,208百万円となりました。これは、主と

して現金及び預金が561百万円増加したことなどによります。（なお、現金及び預金の詳しい内容につ

きましては、連結キャッシュ・フロー計算書をご参照ください。） 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、8.2％増加し、7,600百万円となりました。これは、主とし

て投資有価証券が545百万円増加したことなどによります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて10.0％増加し、13,809百万円となりました。  

（ロ）負債 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、11.6％増加し、2,141百万円となりました。これは、主と

して役員賞与引当金の計上や、未払費用等が増加したためであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、52.6％増加し、256百万円となりました。これは、投資有

価証券の含み益の増加により、繰延税金負債が増加したためであります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、14.9％増加し、2,398百万円となりました。  

（ハ）純資産 

 純資産合計は、前連結会計年度末資本合計に比べて、9.0％増加し、11,411百万円となりました。主

な増加要因は当期純利益が増加したことや、その他有価証券評価差額金が増加したことなどです。  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は342百万円であります。その内訳は、有形固定資

産180百万円、無形固定資産162百万円であり、主なものは電子開示制度「EDINET」へのサポート強化を目

的とした有価証券報告書などの編集ツール「Xエディター」の開発等によるものであります。 

 なお、設備の状況は製品区分別に区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。また、重

要な設備の除却または売却はありません。 

  

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年５月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりませ

ん。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、派遣社員、パートタイマー及びアルバイトの臨時従業員の年間平均雇用人員であ

ります。 

  

(2) 国内子会社 

(㈱ フィナンシャルメディア) 

主要な設備等はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・工場 
(東京都豊島区)

制作設備 
販売その他設備

514,120 104,346
1,379,100
(956.16)

46,822 2,044,389
176
〔39〕

本社第１、第２分室 
(東京都豊島区)

販売その他設備 ― 617 ― 12,629 13,246
154
〔2〕

本社別館 
(東京都豊島区)

制作設備 315,629 92,805
824,265
(784.67)

6,788 1,239,487
101
〔93〕

浮間工場 
(東京都北区)

印刷設備 348,184 380,822
830,468

(2,236.84)
5,782 1,565,258

67
〔46〕

大阪支店 
(大阪市中央区)

制作設備 
印刷設備 
販売その他設備

29,604 9,427
113,000
(155.66)

4,529 156,561
54
〔6〕

名古屋営業所 
(名古屋市中区)

販売その他設備 1,301 ― ― 1,282 2,584
11
〔0〕

横浜営業所 
(横浜市西区)

販売その他設備 ― ― ― 529 529
2

〔0〕

札幌営業所 
(札幌市中央区)

販売その他設備 ― ― ― 45 45
2

〔1〕

広島営業所 
(広島市中区)

販売その他設備 ― ― ― 39 39
3

〔0〕

福岡営業所 
(福岡市中央区)

販売その他設備 ― ― ― 226 226
5

〔0〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年8月1日から提出日までの新株予約権の権利行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 11,685,371 11,688,121
東京証券取引所
市場第一部

―

計 11,685,371 11,688,121 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権の内容は、次のとおりでありま

す。 

株主総会の特別決議日(平成14年８月28日) 

  

 
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注) １ 平成16年１月20日開催の取締役会の決議に基づき、平成16年５月31日現在の株主に対し、平成16年７月20日

付をもってその所有株式１株を1.1株に分割いたしました。 

２ 平成16年10月1日から平成17年5月31日までの発行済株式総数、資本金及び資本準備金についての増加は、新

株予約権の行使によるものであります。 

３ 平成17年6月1日から平成18年5月31日までの発行済株式総数、資本金及び資本準備金についての増加は、新

株予約権の行使によるものであります。 

４ 平成18年6月1日から平成18年7月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,750株、資

本金が794千円及び資本準備金が794千円増加しております。 

事業年度末現在
(平成18年５月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日)

新株予約権の数(個) 168 163

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 92,400 89,650

新株予約権の行使時の払込金額(円) 578 同左

新株予約権の行使期間
平成16年10月１日～

平成19年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 578
資本組入額 289 同左

新株予約権の行使の条件

① 対象者は、新株予約権の
行使時において、当社なら
びに当社子会社の取締役ま
たは従業員であることを要
する。ただし、対象者が当
社ならびに当社子会社の取
締役を任期満了により退任
した場合、当社ならびに当
社子会社の従業員を定年に
より退職した場合は、この
限りではない。
② 新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。
③ 対象者の相続人による新
株予約権の行使は認めない
ものとする。
④ その他の条件について
は、「新株予約権申込証兼
新株予約権割当契約」に定
めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は認めな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ―――― ――――

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年７月20日(注1) 1,043 11,476 ― 1,967,121 ― 1,916,118

平成16年10月１日～ 
平成17年５月31日(注2)

63 11,539 18,279 1,985,400 18,279 1,934,397

平成17年６月１日～ 
平成18年５月31日(注3)

145 11,685 42,121 2,027,522 42,121 1,976,519



(4) 【所有者別状況】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 自己株式56,191株は「個人その他」に561単元、「単元未満株式の状況」に91株含まれております。なお、

期末日現在の実質的な所有株式数は、56,191株であります。 

２ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

145単元及び20株含まれております。 

３ 平成18年1月11日開催の取締役会の決議により、１単元の株式数は平成18年3月1日付をもって500株から100

株となっております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    420千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  361千株 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)  
単元未満株
式の状況 
（株） 
 

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 41 29 87 38 1 5,810 6,006 ―

所有株式数 
(単元)

― 26,969 1,616 5,521 21,590 110 60,638 116,444 40,971

所有株式数 
の割合(％)

― 23.16 1.39 4.74 18.54 0.09 52.08 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野 村 正 道 東京都中野区鷺宮三丁目32番11号 1,649 14.11

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社株式会社）

1585 Broadway New York,New York
10036,U.S.A 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー）

865 7.40

ロンバード オーデイエ ダリ
エ ヘンチ アンド シー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行カストデイ業務
部）

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 
 GENEVA SWITZERLAND 
 （東京都千代田区丸の内二丁目7番1号）

575 4.92

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 510 4.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 433 3.70

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 420 3.59

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 361 3.09

ノーザン トラスト カンパニー
(エイブイエフシー)アカウン
ト ノン トリーティー 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 
E14 5NT UK. 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

250 2.13

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 153 1.31

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 146 1.25

計 ― 5,365 45.91



２  次の法人から、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成18年１月13日）、次のとお

り株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確

認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月31日現在 

 
(注) １ 上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式91株が含まれております。 

２ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

14,500株(議決権145個)及び20株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年５月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

リバティ・スクェア・アセッ
ト・マネジメント・エル・ピー 
（Liberty Square Asset 
  Management,L.P.）

Corporation Trust Center,1209 Orange
 Street,County of Newcastle,Wilmington, 
Delaware 19801,U.S.A.

700 6.01

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

56,100
― ―

(相互保有株式) 
普通株式 
           20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,568,300
115,683 ―

単元未満株式
普通株式

40,971
― ―

発行済株式総数 11,685,371 ― ―

総株主の議決権 ― 115,683 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
宝印刷株式会社

東京都豊島区高田 
３―28―８

56,100 ― 56,100 0.48

(相互保有株式) 
株式会社タスク

東京都豊島区高田 
３―28―１大東ビル２Ｆ

20,000 ― 20,000 0.17

計 ― 76,100 ― 76,100 0.65



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は、平成13年改正旧商法280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社

子会社の取締役および従業員に対してストックオプションとして新株予約権を無償で付与することを

平成14年８月28日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数については、これを切り上げる。 

 
なお、当社が時価を下回る払込金額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合および平

成14年４月１日以前の改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使により新株式を発行する場

合は、含まない)または自己株式の処分を行う場合は、新株予約権の目的たる株式の払込金額を、次の算式

により調整し、調整により生ずる１円未満の端数については、これを切り上げる。 

 
３ 付与対象者の人数および株式の数は被付与者の本新株予約権の喪失により減少いたします。 

  

決議年月日 平成14年８月28日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役 9

当社従業員 155

当社子会社取締役 2

当社子会社従業員 2

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

調整後 
払込金額

＝
調整前 
払込金額

×

 
既発行 
株式数

 
＋

新規発行
(処分)株式数

×
１株当たり
払込金額

新株発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
  

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成18年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成18年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

 当事業年度における取得自己株式 15,586 17,897

 当期間における取得自己株式 ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 130 195 ― ―

保有自己株式数 15,456 ― ― ―

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

 当事業年度における取得自己株式 62 96

 当期間における取得自己株式 93 122

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 62 ― 93 ―



３ 【配当政策】 

 当社は、株主への長期的な利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行なうことを基本と

しつつ、企業体質の強化および今後の事業展開を勘案した上で業績に対応した配当を行なうこととしてお

ります。 

 このような方針に基づき、当期の配当につきましては、１株当たり24円(うち中間配当10円、業績連動

型配当制度に基づく特別配当４円)といたしました。 

 この結果、当期の配当性向は27.4％、自己資本当期純利益率は9.3％、純資産配当率2.5％となりまし

た。 

 内部留保金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行なうことができる旨を定めております。 

 (注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当の株主総会または取締役会の決議年月日は以下のとお

りであります。 

    取締役会決議   平成18年１月11日 

    株主総会決議   平成18年８月24日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 当社株式は平成15年５月１日付をもって東京証券取引所市場第二部から第一部に指定になっております。 

２ 最高・最低株価は、平成15年５月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は市場

第二部におけるものであり、第66期の上段は市場第一部、下段は市場第二部における株価であります。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

最高(円) 1,147
861 1,295

1,087 1,625
894 ※1,020

最低(円) 650
783 725

855 898
451 ※990

月別
平成17年 
12月

平成18年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 1,337 1,432 1,549 1,480 1,547 1,625

最低(円) 1,200 1,270 1,318 1,340 1,468 1,423



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 
代表取締役 ― 堆   誠一郎 昭和28年12月17日生

昭和61年１月 当社入社

20

昭和63年９月 製造本部技術開発部長兼総務部企

画課長

平成元年５月 社長室長

平成３年７月 総合企画部長

平成３年８月 取締役就任総合企画部長

平成８年10月 取締役経理部長

平成９年８月 常務取締役経理部長

平成９年10月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長

平成11年７月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長兼総務部長

平成12年４月 常務取締役管理本部長兼総合企画

部長

平成13年２月 常務取締役管理本部長

平成14年８月 当社代表取締役社長就任(現)

取締役

専務執行役員 

ディスクロージャー

研究一部長   

 

ディスクロージャー

企画調査担当

内 山 正 次 昭和17年７月24日生

昭和62年７月 大蔵省証券局企業財務課課長補佐

10

昭和63年８月 当社入社証券研究部長

平成元年８月 取締役就任証券研究部長

平成３年８月 常務取締役証券研究部長

平成７年10月 常務取締役ディスクロージャー研

究本部長

平成８年10月 常務取締役ディスクロージャー研

究本部長兼証券研究部長

平成10年８月 専務取締役ディスクロージャー研

究本部長

平成11年10月 専務取締役ディスクロージャー研

究本部長兼ディスクロージャー制

度調査部長

平成13年８月 専務取締役ディスクロージャー研

究本部長

平成18年８月 取締役専務執行役員ディスクロー

ジャー研究一部長 

ディスクロージャー企画調査担当

(現)

取締役
常務執行役員 

営業業務担当
嶋 田   博 昭和26年７月28日生

昭和49年４月 当社入社

9

昭和63年９月 組版部長

平成７年８月 取締役就任組版部長

平成７年10月 取締役制作部長

平成10年８月 常務取締役営業本部副本部長兼デ

ィスクロージャー営業一部長

平成12年８月 常務取締役営業本部副本部長

平成13年８月 常務取締役営業本部長

平成15年９月 常務取締役営業本部長兼ディスク

ロージャー営業二部長

平成18年８月 取締役常務執行役員営業業務担当

(現)

取締役
常務執行役員 

公開開発担当
谷 合 孝 昭 昭和22年４月13日生

昭和45年４月 東京証券取引所入所

5

平成４年10月 東京証券取引所上場部上場審査室

長

平成11年６月 東京証券取引所派生商品部長

平成13年11月 当社入社理事営業本部副本部長

平成14年８月 常務取締役就任営業本部副本部長

平成18年８月 取締役常務執行役員公開開発担当

(現)

取締役
常務執行役員 

営業企画部長
青 木 孝 次 昭和28年６月17日生

昭和53年４月 当社入社

23

平成５年４月 大阪支店長

平成11年９月 営業企画部長

平成12年８月 取締役就任制作部長

平成17年８月 常務取締役制作部長

平成18年８月 取締役常務執行役員営業企画部長

(現)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役

常務執行役員 

ディスクロージャー

研究三部長

田 村 義 則 昭和32年１月６日生

昭和55年４月 社団法人日本証券業協会入所

6

平成11年９月 太田昭和監査法人入所

公開業務推進部長

平成12年６月 日本ファースト証券株式会社取締

役

平成13年７月 当社入社顧問

平成13年８月 当社公開支援室長

平成13年11月 当社理事公開支援室長

平成16年８月 取締役就任公開支援室長

平成18年８月 取締役常務執行役員ディスクロー

ジャー研究三部長（現）

取締役
執行役員 

経理部長
堀   二 郎 昭和20年９月24日生

平成５年10月 株式会社富士銀行神谷町支店長

6

平成８年２月 株式会社富士銀行融資企画部与信

指導室支店指導役

平成８年11月 当社へ出向

公開開発部部長

平成９年10月 営業企画部長

平成10年９月 経理部長

平成11年４月 当社入社経理部長

平成12年８月 取締役就任経理部長

平成14年８月 取締役管理本部長兼経理部長

平成18年８月 取締役執行役員経理部長(現)

取締役
執行役員 

大阪支店長
堀 内 隆 昌 昭和17年11月７日生

平成５年１月 山一證券株式会社大阪店公開引受

部長

1

平成10年３月 当社入社公開開発部部長

平成10年９月 大阪支店部長

平成11年９月 大阪支店長

平成12年８月 取締役就任大阪支店長

平成18年８月 取締役執行役員大阪支店長(現)

取締役
執行役員 

IR事業開発担当
相 原   隆 昭和30年10月17日生

平成11年４月 関東学院大学経済学部教授

－

平成13年４月 関西学院大学法学部教授(現)

平成15年４月 当社顧問

平成15年８月 取締役就任IR企画部長

平成16年９月 取締役営業本部IR企画担当

平成18年８月 取締役執行役員IR事業開発担当

（現）

取締役
― 関    要 昭和10年１月30日生

昭和33年４月 大蔵省入省

－

昭和62年６月 大蔵省印刷局長

昭和63年６月 社団法人日本証券業協会常務理事

平成４年３月 日本証券業協会専務理事

平成５年５月 日本証券業協会副会長兼専務理事

平成13年１月 財団法人日本証券経済研究所理事

長

平成17年８月 当社取締役就任（現）

監査役 
常勤

― 山 仁 喜代志 昭和19年６月１日生

平成５年６月 東京証券取引所上場部上場管理室

課長

6

平成９年３月 当社入社ディスクロージャー研究

本部理事

平成９年10月 理事ディスクロージャー制度調査

部長

平成11年10月 理事監査部長

平成12年８月 常勤監査役就任(現)

監査役 
常勤

― 澁 谷 軍 治 昭和18年５月27日生

昭和47年５月 当社入社

31

昭和63年４月 外国営業部長

平成元年10月 営業本部外国営業部長

平成３年７月 国際部長

平成３年８月 取締役就任国際部長

平成12年８月 取締役営業本部副本部長兼WEB事

業部長

平成13年２月 取締役営業本部副本部長兼WEB事

業部長兼IR推進部長

平成14年９月 取締役営業本部副本部長

平成15年８月 常勤監査役就任(現)



 
(注) １ 取締役関 要は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役大西 裕及び監査役山上大介は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
４ 当社では、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの効率・迅速化を図り経営体制を強化するた

めに、平成18年８月24日から執行役員制度を導入しております。なお、取締役を兼務している執行役員以外

の執行役員は次のとおり14名であります。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 ― 大 西   裕 昭和31年５月９日生
平成元年４月 弁護士(現)

－
平成６年８月 当社監査役就任(現)

監査役 ― 山 上 大 介 昭和21年11月24日生

昭和50年11月 等松・青木監査法人(現監査法人

トーマツ)東京事務所入所

－

昭和56年９月 公認会計士登録(現)

昭和59年11月 トゥウシュ・ロス会計事務所(ト

ロント市、等松・青木監査法人提

携先)へ派遣

昭和63年３月 等松・青木監査法人ニューヨーク

事務所勤務(平成５年８月帰国、

東京事務所勤務)

平成２年７月 監査法人トーマツ社員登録

平成12年８月 山上公認会計士事務所開設(現)

平成13年３月 株式会社小田原エンジニアリング

監査役(現)

平成13年６月 日本特殊塗料株式会社監査役(現)

平成15年８月 当社監査役就任(現)

計 121

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

中藤 力 昭和28年11月28日 昭和55年４月 弁護士登録（現） －

職名 氏名

執行役員総合企画部長 小谷 隆司

執行役員総務人事部長 加島 英一

執行役員ディスクロージャー研究二部長 平松 有恒

執行役員営業開発部長 田中 洋一

執行役員ディスクロージャー営業一部長 篠原 正雄

執行役員ディスクロージャー営業二部長 秋山美樹男

執行役員ディスクロージャー営業三部長 小林  元

執行役員ディスクロージャー営業四部長 佐野 寿彦

執行役員公開開発部長 北野  忍

執行役員公開開発営業戦略担当 吉原 直輔

執行役員ＩＲ推進部長 大津 克彦

執行役員印刷部浮間工場長 福島由紀夫

執行役員生産管理部長 小野 忠朝

執行役員制作部長 橋本 孝一



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社は、「ディスクロージャーのパイオニアとして、お得意様に感動していただける最善のサービ

スを提供し、社業の発展に努め、情報化社会に貢献する」ことを社訓とし、株主の皆様やお得意様を

はじめ、取引先、地域社会、社員等の各ステークホルダーに対する企業価値向上を経営上の基本方針

としております。その実現のために、平成18年４月には倫理・コンプライアンス規程、危機管理規程

および内部通報規程を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの徹底を

図るとともに、リスク管理体制の強化にも取組むなど、内部統制システムの整備・改善を図り、コー

ポレート・ガバナンスの更なる充実に努めております。 

    その取組みのひとつとして、当社は平成18年８月24日以降、経営の意思決定・監督機能と業務執行

機能を分離し、経営および業務執行のスピードアップを図ることを目的に執行役員制度を導入いたし

ました。 

 また、株主・投資家の皆様へは、情報開示のため社内体制を整備し、財務報告をはじめ各種情報の

迅速かつ正確な情報開示を念頭に、経営の透明性を高めてまいります。 

     

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   ① 当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は、提出日現在下記の通りでありま

す。 
 

    ②  業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項 

・取締役会は、当社の規模等に鑑み機動性を重視し、提出日現在社外取締役1名を含む10名の

体制をとっております。取締役会は原則月２回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締

役会を開催し、法令で定められた事項や、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務

執行の状況を監督しております。 

      ・当社は、取締役会への付議事項の事前審議および取締役会の決定した基本方針に基づき、そ

の業務執行方針・計画・重要な業務の実施等に関する協議機関として常務執行役員以上の執



行役員をメンバーとする常務会を、原則月２回開催しております。 

      ・取締役候補者は、代表取締役が選定し、取締役会での承認を得た後、株主総会の決議によ

り、取締役に選定しております。 

      ・執行役員は、取締役社長が指名し、取締役会での承認を得て選任しております。 

執行役員は、取締役会からの権限委譲により業務執行を行います。 

      ・取締役および監査役の報酬につきましては、株主総会の決議により、取締役全員および監査

役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を決定しており、この点で株主の皆様の監視が働

く仕組みとなっております。各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が当

社の定める一定の基準に基づき決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定して

おります。また、取締役および監査役への賞与は、定時株主総会の承認を得ております。取

締役および監査役への退職慰労金は、株主総会の決議に基づき、当社の定める一定の基準に

従い相当の範囲内において贈呈しております。 

・監査役会は常勤監査役２名、社外監査役２名、計４名体制をとっております。各監査役は監

査役会が定めた監査役監査基準、監査計画および職務分担に基づき、業務執行の適法性につ

いて監査しております。社外監査役２名は弁護士および公認会計士であり、専門的見地から

監査を行っております。 

・会計監査人には、和泉監査法人を選任し、正確な経営情報を迅速に提供するなど公正不偏な

立場から監査が実施される環境を整備しております。 

・内部監査部門として、代表取締役社長直轄の監査部を設置し、２名の体制で、業務の遂行

が、各種法令や、当社の各種規程類および経営計画などに準拠して実施されているか、効果

的、効率的に行われているかなどについて調査・チェックし、指導・改善に向けた内部監査

を行っております。 

・監査役会、監査部および会計監査人は必要に応じ相互に情報および意見の交換を行うなど連

携を強め、監査の質的向上を図っております。 

・顧問弁護士からは、法律上の判断を必要とする場合、適時に助言・指導を受けております。

  

   ③ 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害

関係の概要 

     社外取締役および社外監査役については該当事項はありません。 

  

   ④ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

イ．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、株主の皆様やお得意様をはじめ、取引先、地域社会、社員等の各ステークホルダー

に対する企業価値向上を経営上の基本方針とし、その実現のため、平成18年４月には倫理・コ

ンプライアンス規程を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を遵守することの

徹底を図るとともに、リスク管理体制の強化にも取組むなど、内部統制システムの充実に努め

ております。 

 また、株主・投資家の皆様へは、情報開示のための社内体制を整備し、財務報告をはじめ各

種情報の迅速かつ正確な情報開示を念頭に、経営の透明性を高めるよう努めております。 

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

(イ) 取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程およびそれに関する各管

理マニュアルに従い適切に保存および管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、

各規程等の見直し等を行うものとしております。 

(ロ) 取締役の職務の執行に係る情報・文書につきましてはデータベース化を図り、当該各文書

等の存否および保存状況を素早く検索可能とする体制を構築し、適切な情報の保存および管

理を行うものとしております。 

(ハ) 前２項に係る事務は、当該担当取締役が所管し、(イ)の検証および見直しの経過、(ロ)の

データベースの運用および管理について、定期的に取締役会に報告するものとしておりま

す。 

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(イ) 当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに従いリスク管理

に係る規程を平成18年４月に制定し、代表取締役社長の下にリスク管理体制を構築いたしま

した。 

(ロ) リスク管理部門として総務人事部がリスク管理活動を統括し、規程の整備と検証・見直し



を図ります。 

(ハ) さらに、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査を実施する監査部を設置し、監

査部は、定期的に業務監査実施項目および実施方法を検討し、監査実施項目が適切であるか

どうかを確認し、必要が有れば、監査方法の改訂を行います。 

(ニ) 監査部の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為

が発見された場合には、発見された危険の内容およびそれがもたらす損失の程度等について

直ちに取締役会および担当部署に通報される体制を構築しております。 

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制 

(イ) 事業運営については、経営環境の変化を踏まえ中期経営計画「ビジョン2007」を策定し、

その実行計画として各年度予算を策定し、全社的な目標を設定し、具体策を各部門で立案

し、実行しております。また、ＣＳＲの理念を重視した経営体制を整備するため、平成18年

８月24日付で取締役社長の直轄組織として「ＣＳＲ室」を設置しました。 

(ロ) 当社は、変化の激しい経営環境に対し機敏な対応を図るため、平成18年８月24日から執行

役員制度を導入しました。これは、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの機

能を高め、経営および業務執行のスピードアップを図る体制を構築しております。当社社外

取締役を除く９名は、執行役員を兼務しております。なお、執行役員会は２ヶ月に１回開催

することとしております。 

(ハ) 当社は定例の取締役会を原則月２回開催し、重要事項の決定および各取締役の業務執行状

況の監督等を行うとともに、業務執行上の責任を明確にするため、取締役の任期を１年と定

めております。 

(ニ) 取締役会への付議議案につきましては、取締役会規則により定められている付議基準に則

り提出され、取締役会における審議が十分行われるよう付議される議題に関する資料につき

ましては事前に全役員に配布され、各取締役が取締役会に先立ち十分な準備ができる体制を

とるものとしております。 

(ホ) 日常の職務執行に際しては、基本組織規程等に基づき権限の委譲がおこなわれ、各レベル

の責任者が効率的に業務を遂行できる体制をとるものとしております。 

ホ．使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(イ) 従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、代表取締役社長のもと取締役会は、倫理・コ

ンプライアンス規程を制定・施行するとともに、従業員が法令・定款等に違反する行為を発

見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築するため、内部通報規程を制定・施行い

たしました。 

(ロ) 担当役員は、倫理・コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者そ

の他必要な人員配置を行い、かつコンプライアンス・マニュアルの実施状況を管理・監督

し、従業員に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて従業員に対し、内部通報規程の

さらなる周知徹底を図ります。 

ヘ．当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制 

(イ) 当社グループの業務の適正につきましては、関係会社管理規程に従い管理し、業務執行の

状況について、経理部、総務人事部、監査部等の各担当部が当社規程に準じて評価および監

査を行うものといたします。 

(ロ) 経理部、総務人事部、監査部等の各担当部は、子会社および関係会社に損失の危険が発生

し、各担当部がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度

および当社に及ぼす影響等について、当社の取締役会および担当部署に報告する体制を確保

し、これを推進いたします。 

(ハ) 提出日現在においては、当社には親会社はございません。 

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 

 監査役会がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従業員を配置する

ものとし、配置にあたっての具体的な内容（組織、人数、その他）については、監査役会と相

談し、その意見を十分考慮して検討いたします。 

 なお、提出日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき従業員を置くことにつ

いて求めておりません。 

チ．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 



(イ) 監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動については、監査役会の同意を必要といた

します。 

(ロ) 監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行にかかわる役職を兼務せず監査役の

指揮命令下で職務を遂行しその評価については監査役の意見を聴取するものといたします。 

リ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

(イ) 取締役および従業員は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な

報告および情報提供を行うことといたします。 

(ロ) 前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりといたします。 

 ・当社の内部統制システムの構築に関わる部門の活動状況 

 ・当社の子会社および関係会社の監査役および内部監査部門の活動状況 

 ・当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更 

 ・業績および業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容 

 ・内部通報制度の運用および通報の内容 

 ・監査役から要求された契約書類、社内稟議書および会議議事録の回付 

ヌ．その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制 

(イ) 取締役は、法令に基づく事項のほか、監査役が求める事項を適宜、監査役へ報告すること

としています。 

(ロ) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す

る件を含め、当社の監査体制と内部統制システムの体制との調整を図り、もって当社の監査

体制の実効性を高めるため、代表取締役社長を責任者として、総務担当役員、経理担当役

員、監査部長および各監査役をメンバーとする監査体制検討会を開催いたします。 

(ハ) 同検討会のメンバーは、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重しなければ

なりません。 

(ニ) 監査役会、監査部および会計監査人は必要に応じ相互に情報および意見の交換を行うなど

連携を強め、監査の質向上を図っております。 

(ホ) 代表取締役社長は、監査役４名と定期的に会合し、コンプライアンス面や内部統制の整備

状況などについて意見交換を行っております。 

(ヘ) 代表取締役社長は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過および

その結果を監査役に報告することとしています。 

  



(3) 役員報酬の内容 

    ① 取締役及び監査役に対する定期同額報酬 

      取締役12名  119,310千円（うち社外 １名 3,600千円） 

  監査役４名   25,560千円（うち社外 ２名 5,640千円）     

（上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額40,805千円） 

    ② 定時株主総会決議による取締役及び監査役賞与金 

      取締役12名   31,220千円 

  監査役４名    4,140千円 

  

(4) 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬15,800千円 

   上記以外の報酬はありません。 

  

(5) 会計監査の状況 

  

 
   なお、平成16年４月１日より適用されている公認会計士法第34条の11の３に定める業務執行社員のローテーシ

ョン制度の実質起算日たる平成14年４月１日からの監査年数は、いずれも４年であります。 

また、上記の他に監査業務に関わる補助者として公認会計士１名がおります。 

  

所属する監査法人名 公認会計士の氏名等 継続関与年数

和泉監査法人

 代表社員 業務執行社員  金本 敏男 20年

 代表社員 業務執行社員  川尻 慶夫 ９年

 代表社員 業務執行社員  松藤 雅明 ９年



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 また、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 また、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年６月１日から平成17年５月

31日まで)及び前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

６月１日から平成18年５月31日まで)及び当事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、和泉監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 2,672,825 3,234,083

 ２ 受取手形及び売掛金 1,709,920 1,750,086

 ３ 有価証券 337,795 330,697

 ４ たな卸資産 725,353 763,620

 ５ 繰延税金資産 44,309 65,947

 ６ その他 46,673 69,645

   貸倒引当金 △5,096 △5,236

   流動資産合計 5,531,781 44.0 6,208,846 45.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 3,010,863 2,988,772

    減価償却累計額 △1,706,578 1,304,285 △1,726,271 1,262,500

  (2) 機械装置及び運搬具 2,064,654 2,044,468

    減価償却累計額 △1,405,284 659,370 △1,456,449 588,019

  (3) 土地 3,170,483 3,170,483

  (4) 建設仮勘定 ― 16,500

  (5) その他 326,180 325,859

    減価償却累計額 △250,166 76,014 △246,595 79,264

   有形固定資産合計 5,210,153 41.5 5,116,768 37.0

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 156,161 250,406

  (2) その他 16,888 21,337

   無形固定資産合計 173,050 1.4 271,744 2.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 1,337,315 1,883,082

  (2) 繰延税金資産 33,083 ―

  (3) 前払年金費用 134,612 178,264

  (4) その他 138,539 155,221

    貸倒引当金 △244 △4,541

   投資その他の資産合計 1,643,306 13.1 2,212,027 16.0

   固定資産合計 7,026,510 56.0 7,600,540 55.0

   資産合計 12,558,292 100.0 13,809,386 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 572,497 604,123

 ２ 短期借入金 100,000 100,000

 ３ 未払法人税等 389,926 427,440

 ４ 未払費用 746,954 823,048

 ５ 役員賞与引当金 ― 35,360

 ６ その他 110,167 151,331

   流動負債合計 1,919,545 15.3 2,141,304 15.5

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ― 74,664

 ２ 退職給付引当金 7,255 8,168

 ３ 役員退職慰労引当金 160,921 173,871

   固定負債合計 168,177 1.3 256,705 1.9

   負債合計 2,087,722 16.6 2,398,009 17.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,985,400 15.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,934,756 15.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 6,451,021 51.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 132,900 1.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △33,508 △0.3 ― ―

   資本合計 10,470,570 83.4 ― ―

   負債・少数株主持分 
   及び資本合計

12,558,292 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,027,522

 ２ 資本剰余金 1,976,955

 ３ 利益剰余金 7,185,416

 ４ 自己株式 △51,384

   株主資本合計 11,138,509 80.6

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券評価差額金 272,867

   評価・換算差額等合計 272,867 2.0

   純資産合計 11,411,377 82.6

   負債純資産合計 13,809,386 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日  
 至 平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年６月１日  
 至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,719,696 100.0 12,025,227 100.0

Ⅱ 売上原価 7,206,211 61.5 7,076,204 58.8

   売上総利益 4,513,485 38.5 4,949,023 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 197,147 181,684

 ２ 荷造運賃 241,828 255,205

 ３ 役員報酬 134,767 144,870

 ４ 給与手当 1,422,185 1,575,477

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 35,360

 ６ 退職給付引当金繰入額 58,780 64,488

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

15,409 12,950

 ８ 福利厚生費 286,440 314,812

 ９ 修繕維持費 28,875 31,417

 10 租税公課 44,310 46,107

 11 減価償却費 60,812 63,049

 12 賃借料 97,671 126,512

 13 その他 471,829 3,060,060 26.1 530,774 3,382,709 28.2

   営業利益 1,453,424 12.4 1,566,313 13.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 265 409

 ２ 受取配当金 8,303 10,823

 ３ 有価証券売却益 763 ―

 ４ 受取受講料 11,785 20,461

 ５ 投資事業組合投資利益 103,440 127,650

 ６ その他 22,427 146,985 1.3 27,136 186,482 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 584 4,734

 ２ 有価証券売却損 ― 2,270

 ３ 新株発行費 2,982 1,337

 ４ その他 15,561 19,128 0.2 3,076 11,419 0.1

   経常利益 1,581,282 13.5 1,741,375 14.5



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日  
 至 平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年６月１日  
 至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1,513 28,089

 ２ 貸倒引当金戻入額 1,541 ―

 ３ 宝育英基金受贈益 20,000 23,055 0.2 ― 28,089 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ 2,250 1,302

 ２ 固定資産除却損 ※２ 35,014 27,669

 ３ 投資有価証券売却損 380 3,764

 ４ 投資有価証券評価損 ― 4,129

 ５ 貸倒引当金繰入額 ― 4,529

 ６ その他の投資評価損 1,299 38,944 0.3 ― 41,396 0.3

   税金等調整前
   当期純利益

1,565,392 13.4 1,728,069 14.4

   法人税、住民税
   及び事業税

619,523 717,031

   法人税等調整額 27,019 646,543 5.6 △9,914 707,116 5.9

   当期純利益 918,848 7.8 1,020,952 8.5



③ 【連結剰余金計算書】 

前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 
  

④ 【連結株主資本等変動計算書】 

  当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日）       (単位 千円) 

 
  

  

  

  

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,916,284

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式の発行 18,279

 ２ 自己株式処分差益 193

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,934,756

 

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,752,840

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 918,848

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 188,118

 ２ 役員賞与 32,550
   (うち監査役賞与) (4,290) 220,668

Ⅳ 利益剰余金期末残高 6,451,021

株  主  資  本
評価・ 

換算差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券 

評価差額金

平成17年５月31日残高 1,985,400 1,934,756 6,451,021 △33,508 10,337,670 132,900

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 42,121 42,121 84,243

 剰余金の配当 △253,897 △253,897

 役員賞与の支給 △32,660 △32,660

 当期純利益 1,020,952 1,020,952

 自己株式の取得 △17,994 △17,994

 自己株式の処分 76 118 195

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
139,967

連結会計年度中の変動額合計 42,121 42,198 734,395 △17,875 800,839 139,967

平成18年５月31日残高 2,027,522 1,976,955 7,185,416 △51,384 11,138,509 272,867



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日  
 至 平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年６月１日  
 至 平成18年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,565,392 1,728,069

   減価償却費 304,049 310,114

   引当金の増加額 4,453 53,659

   受取利息及び受取配当金 △8,568 △11,232

   支払利息 584 4,734

   固定資産除却損 35,014 27,669

   売上債権の増加額 △209,627 △44,462

   たな卸資産の増加額 △17,097 △38,267

   仕入債務の増加額 10,356 31,626

   役員賞与の支払額 △32,550 △32,660

   投資事業組合投資利益 △103,440 △127,650

   その他 △56,842 13,834

    小計 1,491,723 1,915,434

   利息及び配当金の受取額 8,545 11,208

   利息の支払額 △584 △4,734

   法人税等の支払額 △539,656 △666,076

      営業活動による 
      キャッシュ・フロー

960,028 1,255,832

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △331,955 △180,909

   無形固定資産の取得による支出 △111,972 △160,855

   投資有価証券の取得による支出 △14,507 △128,541

   投資有価証券の売却による収入 13,119 39,615

   投資事業組合への出資による支出 △58,858 △368,758

   投資事業組合からの分配による収入 256,929 289,308

   その他 △1,694 1,601

      投資活動による 
      キャッシュ・フロー

△248,939 △508,539

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 36,558 84,243

   配当金の支払額 △187,084 △252,425

   自己株式の取得による支出 △22,272 △17,994

   その他 1,527 195

      財務活動による 
      キャッシュ・フロー

△171,270 △185,981

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 539,817 561,310

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,459,153 2,998,971

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,998,971 3,560,281



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

 会社の名称 

 株式会社フィナンシャルメディア 

非連結子会社はありません。

同左

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社数

   持分法適用の関連会社はありま

せん。

(1) 持分法を適用した関連会社数

同左

(2) 持分法を適用しない関連会社

  会社の名称

  株式会社タスク

(2) 持分法を適用しない関連会社

  会社の名称

同左

  持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

  持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

 連結子会社の事業年度の末日と連結

決算日は一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準 

   及び評価方法

① 有価証券 

 その他有価証券

  時価のあるもの   

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

  時価のないもの   

   移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合へ

の出資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

  時価のないもの

   同左

② たな卸資産 

 イ 原材料 

   移動平均法による原価法 

 ロ 仕掛品 

   個別法による原価法 

 ハ 貯蔵品 

   最終仕入原価法

② たな卸資産 

 イ 原材料 

   同左 

 ロ 仕掛品 

   同左 

 ハ 貯蔵品 

   同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  法人税法に規定する方法と同一の

基準による定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、法人税法に規定する方法

と同一の基準による定額法によって

おります。

① 有形固定資産

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

② 無形固定資産

 イ ソフトウェア(自社利用分)

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

 ロ その他

法人税法に規定する方法と同一

の基準による定額法

② 無形固定資産

 イ ソフトウェア(自社利用分)

同左

 ロ その他

同左

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法

 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。

 新株発行費

  同左

 (4) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  売上債権その他これに準ずる債権

の貸倒れによる損失に備えるため計

上しております。

 イ 一般債権

 貸倒実績率法によっておりま

す。

 ロ 貸倒懸念債権等

 財務内容評価法によっておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

 イ 一般債権

   同左

 ロ 貸倒懸念債権等

   同左

② 役員賞与引当金
―――――

② 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。

  なお、提出会社については当連結

会計年度末において、年金資産見込

額が退職給付債務見込額を超過して

いるため、超過額を前払年金費用に

計上しております。

  また、数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

③ 退職給付引当金

同左

 ④ 役員退職慰労引当金

  役員退職慰労金の支給に備えて内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。なお、連結子会社におい

ては、役員退職慰労金の内規を定め

ていないため計上しておりません。

④ 役員退職慰労引当金

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 (5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分又は損失処理について連結会計

年度中に確定した利益処分又は損失処

理に基づいて作成しております。

―――――

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年12月１日に施行されたこと及

び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員

会報告第14号）が平成17年２月15日付で改正されたこ

とに伴い、当連結会計年度から投資事業有限責任組合

への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）を出資金から投資有価証券として計

上する方法に変更いたしました。

 また、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付で改正さ

れ、同実務指針で貸借対照表及び損益計算書について

持分相当額を純額で取り込む方法が原則とされたこと

により、損益の計上方法を損益帰属方式から純額方式

に変更いたしました。  

 これらの変更に伴う影響は以下のとおりでありま

す。

（連結貸借対照表）

 当連結会計年度において「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は803,351千円であります。

（連結損益計算書）

 当連結会計年度において営業外収益の「投資事業組

合投資利益」103,440千円に含めたものを前連結会計年

度の処理科目に従って示すと以下のとおりでありま

す。

営業外収益 受取利息 629千円

受取配当金 1,422千円

その他 936千円

営業外費用 投資事業組合管理費 △38,437千円

その他 △4,260千円

特別利益 投資有価証券売却益 160,032千円

その他 3,888千円

特別損失 投資有価証券売却損 △20,771千円

差引計 103,440千円

 この結果、従来の方式に比べ、営業外収益が100,451

千円増加、営業外費用が42,697千円減少し、経常利益

が143,148千円増加、特別利益が163,920千円減少、特

別損失が20,771千円減少しましたが、税金等調整前当

期純利益及び当期純利益に影響はありません。

―――――――

 



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

 

――――――― 

 

（役員賞与に関する会計基準）

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。  

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が、35,360千円減少し

ております。

――――――― （退職給付に係る会計基準）

 当連結会計年度から「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号平成

17年３月16日）を適用しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は792千

円増加しております。

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

11,411,377千円であります。  

 連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表の表

示に関する変更は以下のとおりであります。  

 

１ 前連結会計年度における「資本の部」は、当連結

会計年度から「純資産の部」となり、「純資産の

部」は「株主資本」及び「評価・換算差額等」に分

類して表示しております。

２ 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」は

当連結会計年度においては「株主資本」の内訳科目

として表示しております。

３ 前連結会計年度において「利益剰余金」の次に表

示しておりました「その他有価証券評価差額金」

は、当連結会計年度から「評価・換算差額等」の内

訳科目として表示しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――――――
 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

 当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照

表の表示に関する変更は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度において資本に対する控除項目とし

て「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当連結会計年度から「株主資本」に対する控

除項目として「株主資本」の末尾に表示しておりま

す。  

 



次へ 

表示方法の変更 

 
  

追加情報 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

(連結キャッシュ・フロー計算書)

１ 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フロ

ーにおいて投資事業有限責任組合への出資に対する支

出を「出資金の出資による支出」から「投資事業組合

への出資による支出」に、収入を「出資金の分配によ

る収入」から「投資事業組合の分配による収入」に変

更しました。

２ 前連結会計年度において財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「自己株式の取得による支出」は金額の重要性が増し

たため、当連結会計年度から区分掲記することに変更

しました。 

 なお、前連結会計年度の「自己株式の取得による支

出」は、△4,899千円であります。

―――――――

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費は30,636千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、30,636千円減少しております。

―――――――

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券(株式) 10,000千円

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券(株式) 10,000千円

 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務

  (1) 担保に供している資産

 現金及び預金 4,500千円

  (2) 上記に対応する債務

 買掛金 95,409千円

 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務

  (1) 担保に供している資産

 現金及び預金 4,500千円

  (2) 上記に対応する債務

 買掛金 33,641千円

 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、以下のとおりであります。

 普通株式 40,673株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

11,539,621株であります。

※３        ―――――

   

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※１ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 2,250千円

※１ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 1,302千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 1,120千円

機械装置及び運搬具 14,333千円

その他(工具器具及び備品) 2,007千円

ソフトウェア 17,554千円

計 35,014千円  

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 9,727千円

機械装置及び運搬具 15,201千円

その他(工具器具及び備品) 2,740千円

計 27,669千円



次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
   
２．自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
減少数の内訳は、次の通りであります。 

 
  

３．配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 11,539,621 145,750 ― 11,685,371

ストックオプションの行使による増加 145,750株

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 40,673 15,648 130 56,191

単元未満株式の買取による増加 15,648株

単元未満株式の買増請求による減少 130株

決議
株式の種
類

配当金の総額 
（千円）

１株当たり配当額
（千円）

基準日 効力発生日

平成17年８月25日 
定時株主総会

普通株式 137,987 12.00 平成17年５月31日 平成17年8月26日

平成18年１月11日 
取締役会

普通株式 115,909 10.00 平成17年11月30日 平成18年2月16日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年８月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 162,808 14.00 平成18年５月31日 平成18年８月25日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

  (平成17年５月31日現在)

現金及び預金勘定 2,672,825千円

預入期間が３ヵ月以上の定期預金 △4,500千円

有価証券勘定のうち 
マネー・マネジメント・ファンド

330,645千円

現金及び現金同等物 2,998,971千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

  (平成18年５月31日現在)

現金及び預金勘定 3,234,083千円

預入期間が３ヵ月以上の定期預金 △4,500千円

有価証券勘定のうち
マネー・マネジメント・ファンド

330,697千円

現金及び現金同等物 3,560,281千円



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物及び 
構築物

機械装置 
及び運搬具

その他  
(工具器具 
及び備品)

合計

取得価額 
相当額

4,370千円 13,210千円 39,030千円 56,611千円

減価償却 
累計額 
相当額

1,618千円 2,561千円 20,163千円 24,343千円

期末残高 
相当額

2,751千円 10,648千円 18,867千円 32,267千円

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

その他  
(工具器具 
及び備品)

合計

取得価額
相当額

4,370千円 13,210千円 35,828千円 53,409千円

減価償却
累計額 
相当額

2,104千円 4,872千円 24,167千円 31,144千円

期末残高
相当額

2,266千円 8,337千円 11,660千円 22,264千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,041千円

１年超過 24,510千円

合計 34,552千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,145千円

１年超過 14,365千円

合計 24,510千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 13,368千円

減価償却費相当額 11,324千円

支払利息相当額 2,578千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,518千円

減価償却費相当額 9,575千円

支払利息相当額 1,927千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 4,594千円

合計 6,316千円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 2,871千円

合計 4,594千円



(有価証券関係) 

 前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  
３ 時価評価されていない有価証券 
  その他有価証券 

  

 
(注) 上記③の中には、投資事業有限責任組合が計上しているその他有価証券の評価差額50,037千円が含まれており

ます。 
  
４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 98,273 270,887 172,613

 ② その他 47,471 60,157 12,686

小計 145,745 331,045 185,299

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 ① 株式 13,539 12,712 △826

 ② その他 42,894 32,461 △10,433

小計 56,433 45,173 △11,260

合計 202,179 376,218 174,039

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

13,207 2,277 380

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

 ① 非上場株式 149,896 

 ② マネー・マネジメント・ファンド 330,645 

 ③ 投資事業有限責任組合への出資 803,351 

 ④ 社債 5,000

合計 1,288,892 

区分 １年以内(千円)
１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超(千円)

 ① 債券

    社債 ― ― 5,000 ―

 ② その他 7,150 14,306 22,741 ―

合計 7,150 14,306 27,741 ―



前へ   次へ 

 当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  
３ 時価評価されていない有価証券 
  その他有価証券 

  

 
(注) 上記③の中には、投資事業有限責任組合が計上しているその他有価証券の評価差額145,643千円が含まれており

ます。 
  
４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 232,698 515,298 282,600

 ② その他 70,302 102,678 32,376

小計 303,000 617,977 314,976

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

   株式 2,094 1,544 △550

小計 2,094 1,544 △550

合計 305,094 619,521 314,426

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

47,932 28,089 6,034

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

 ① 非上場株式 145,514

 ② マネー・マネジメント・ファンド 330,697

 ③ 投資事業有限責任組合への出資 1,103,045

 ④ 社債 5,000

合計 1,584,258

区分 １年以内(千円)
１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超(千円)

① 債券

   社債 ― ― 5,000 ―

② その他 ― 35,930 12,104 ―

合計 ― 35,930 17,104 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

６月１日 至 平成18年５月31日) 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

(東京印刷工業厚生年金基金 総合設立型)を採用し

ており、連結子会社は退職一時金制度を採用してお

ります。

なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指

針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の

年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合(給与総額)

に基づく期末の年金資産残高は、2,975,151千円で

あります。

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

(東京印刷工業厚生年金基金 総合設立型)を採用し

ており、連結子会社は退職一時金制度を採用してお

ります。

なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指

針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の

年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合(給与総額)

に基づく期末の年金資産残高は、3,785,136千円で

あります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △1,168,049千円

② 年金資産 1,196,518千円

③ 未認識年金資産 △3,961千円

④ 未認識数理計算上の差異 102,848千円

 合計(①＋②＋③＋④) 127,357千円

⑤ 前払年金費用 134,612千円

⑥ 退職給付引当金 △7,255千円

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △1,387,668千円

② 年金資産 1,491,558千円

③ 未認識数理計算上の差異 66,206千円

合計(①＋②＋③) 170,096千円

④ 前払年金費用 178,264千円

⑤ 退職給付引当金 △8,168千円

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 93,034千円

② 利息費用 25,809千円

③ 期待運用収益 △25,808千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 31,580千円

⑤ 総合設立型厚生年金基金掛金 116,003千円

⑥ 退職給付費用 240,618千円

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 99,847千円

② 利息費用 29,020千円

③ 期待運用収益 △29,913千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 39,298千円

⑤ 総合設立型厚生年金基金掛金 132,705千円

⑥ 退職給付費用 270,958千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年



 (ストック・オプション関係) 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの内容 

 
  

 ②ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  イ．ストック・オプションの数            （単位：株） 

 
  

  ロ．単価情報                    （単位：円） 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 9 名

当社従業員 155 名

当社子会社取締役 2 名

当社子会社従業員 2 名

株式の種類及び付与数 普通株式      324,500株

付与日 平成14年10月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成16年10月１日～平成19年９月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利確定前

 期首 ―

 付与 ―

 失効 ―

 権利確定 ―

 未確定残 ―

権利確定後

 期首 239,250

 権利確定 ―

 権利行使 145,750

 失効 1,100

 未行使残 92,400

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年８月28日

権利行使価格 578

行使時平均株価 1,188

付与日における公正な評価単価 ―



前へ 

(税効果会計関係) 

① 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

② 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
  

前連結会計年度（平成17年５月31日）及び当連結会計年度（平成18年５月31日） 
  
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以

下であるため、注記を省略しております。 
  

  

前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度 
(平成18年５月31日)

繰延税金資産

 役員退職慰労引当金否認額 65,479千円 70,748千円

 連結子会社繰越欠損金 30,222千円 15,322千円

 未払事業税否認額 33,217千円 36,153千円

 投資有価証券評価損否認額       77,549千円 74,992千円

 その他の投資評価損否認額 17,839千円 10,718千円

 その他 51,321千円 78,113千円

 繰延税金資産小計 275,628千円 286,049千円

 評価性引当額 △33,256千円 △18,847千円

繰延税金資産合計 242,372千円 267,201千円

繰延税金負債

 前払年金費用認容額 △54,773千円 △72,535千円

 未払労働保険料認容額 △15,807千円 △14,560千円

 特別償却準備金認容額 △3,220千円 △1,620千円

 その他有価証券評価差額金 △91,176千円 △187,202千円

繰延税金負債合計 △164,979千円 △275,919千円

繰延税金資産又は負債の純額 77,392千円 △8,717千円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）及び当連結会計年度（自 平成

17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 当社及び連結子会社の事業は、印刷業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）及び当連結会計年度（自 平成

17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）及び当連結会計年度（自 平成

17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

   役員及び個人主要株主等 
 

    取引条件及び取引条件の決定方針等 

  当社の社員の子弟である学生に対し、奨学金を貸与する制度としての「宝育英基金」の資金として無償で

受入れております。 

  

 当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 野村正道 ― ―
当社代表 
取締役会長

（被所有）
直接15.62

― ―
寄付金の
受入

20,000 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 907円73銭 981円27銭

１株当たり当期純利益 77円28銭 88円15銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
76円68銭 87円77銭

 当社は、平成16年７月20日付で株

式１株につき1.1株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合におけ

る前連結会計年度の１株当たり情報

の各数値はそれぞれ以下のとおりで

あります。

１株当たり純資産額 850円64銭

１株当たり当期純利益 58円01銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

57円55銭

項目
前連結会計年度
(平成17年５月31日)

当連結会計年度
(平成18年５月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額(千円)

― 11,411,377

普通株式に係る純資産額(千円) ― 11,411,377

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額と１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る連結会計年
度末の純資産額との差額(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数（株） ― 11,685,371

普通株式の自己株式数（株） ― 56,191

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

― 11,629,180

項目
前連結会計年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 
(千円)

918,848 1,020,952

普通株主に帰属しない金額(千円) 
(利益処分による役員賞与)

32,660 ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 886,188 1,020,952

普通株式の期中平均株式数(株) 11,466,868 11,581,492

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数（株）
（新株予約権）

 
 

89,427

 
 

50,314

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

平成12年８月30日定時株主総会決議

ストックオプション(新株引受権)

普通株式 218,000株

―――――――



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――――――

 

 当社は、平成18年７月４日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

 １ 分割方法

 平成18年８月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、

１株につき1.1株の割合をもって分割いたしま

す。ただし、分割の結果生じる１株未満の端数株

式は、これを一括売却または買受けし、その代金

を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分

配いたします。

 ２ 分割により増加する株式数

 普通株式とし、平成18年８月31日最終の発行済

株式総数に0.1を乗じた株式数といたします。た

だし、計算の結果１株未満の端数株式が生じた場

合は、これを切り捨てます。

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以

下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

825.21円 892.06円

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

70.26円 80.14円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

69.71円 79.79円



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100,000 100,000 0.49 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

合計 100,000 100,000 0.49 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
(平成17年５月31日)

当事業年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 2,644,112 3,210,872

 ２ 受取手形 70,245 94,373

 ３ 売掛金 1,636,902 1,651,004

 ４ 有価証券 337,795 330,697

 ５ 原材料 20,696 24,384

 ６ 仕掛品 681,684 715,666

 ７ 貯蔵品 22,504 22,632

 ８ 繰延税金資産 44,319 65,947

 ９ その他 46,550 69,434

   貸倒引当金 △5,121 △5,236

   流動資産合計 5,499,691 43.8 6,179,776 44.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 2,970,462 2,949,178

    減価償却累計額 △1,674,651 1,295,810 △1,693,784 1,255,394

  (2) 構築物 40,401 39,593

    減価償却累計額 △31,927 8,474 △32,487 7,105

  (3) 機械及び装置 2,052,684 2,034,178

    減価償却累計額 △1,393,935 658,749 △1,446,674 587,504

  (4) 車両及び運搬具 11,970 10,290

    減価償却累計額 △11,349 620 △9,775 514

  (5) 工具器具及び備品 324,435 323,684

    減価償却累計額 △248,535 75,900 △244,862 78,821

  (6) 土地 3,170,483 3,170,483

  (7) 建設仮勘定 ― 16,500

   有形固定資産合計 5,210,039 41.5 5,116,325 37.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 155,344 249,543

  (2) 電話加入権 11,511 11,511

  (3) その他 4,868 9,316

   無形固定資産合計 171,724 1.4 270,371 1.9



  

 
  
  

前事業年度
(平成17年５月31日)

当事業年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,327,315 1,873,082

  (2) 関係会社株式 174,000 174,000

  (3) 長期貸付金 248 840

  (4) 関係会社長期貸付金 30,000 25,000

  (5) 破産債権・更生債権等 244 4,541

  (6) 長期前払費用 635 704

  (7) 生命保険掛金 26,993 30,651

  (8) 差入保証金 89,112 96,470

   (9) 繰延税金資産 33,083 ―

  (10) 施設利用会員権 20,829 21,538

  (11) 前払年金費用 134,612 178,264

    貸倒引当金 △244 △4,541

    投資損失引当金 △164,000 △164,000

   投資その他の資産合計 1,672,831 13.3 2,236,552 16.2

   固定資産合計 7,054,594 56.2 7,623,249 55.2

   資産合計 12,554,286 100.0 13,803,026 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 570,698 605,715

 ２ 短期借入金 100,000 100,000

 ３ 未払金 10,575 12,007

 ４ 未払費用 741,465 819,542

 ５ 未払法人税等 389,000 426,800

 ６ 未払消費税等 41,678 68,738

 ７ 預り金 33,762 49,007

 ８ 役員賞与引当金 ― 35,360

 ９ その他 22,846 19,916

   流動負債合計 1,910,026 15.2 2,137,087 15.5

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ― 74,664

 ２ 役員退職慰労引当金 160,921 173,871

   固定負債合計 160,921 1.3 248,536 1.8

   負債合計 2,070,948 16.5 2,385,624 17.3



  

 
  

前事業年度
(平成17年５月31日)

当事業年度 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,985,400 15.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,934,397 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 359 ―

   資本剰余金合計 1,934,756 15.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 174,905 1.4 ― ―

 ２ 任意積立金

    特別償却準備金 7,026 ―

    別途積立金 5,050,000 5,057,026 40.3 ― ― ―

 ３ 当期未処分利益 1,231,856 9.8 ― ―

   利益剰余金合計 6,463,789 51.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 132,900 1.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △33,508 △0.3 ― ―

   資本合計 10,483,338 83.5 ― ―

   負債資本合計 12,554,286 100.0 ― ―

(純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,027,522 14.7

 ２ 資本剰余金

  (1）資本準備金 1,976,519

  (2）その他資本剰余金 435

    資本剰余金合計 1,976,955 14.3

 ３ 利益剰余金

  (1）利益準備金 174,905

  (2）その他利益剰余金

    特別償却準備金 2,361

    別途積立金 5,700,000

    繰越利益剰余金 1,314,173 7,016,534

     利益剰余金合計 7,191,440 52.1

 ４ 自己株式 △51,384 △ 0.4

     株主資本合計 11,144,533 80.7

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 272,867 2.0

     評価・換算差額等合計 272,867 2.0

   純資産合計 11,417,401 82.7

   負債純資産合計 13,803,026 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年６月１日  
 至 平成17年５月31日)

当事業年度 
(自 平成17年６月１日  
 至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,694,230 100.0 11,998,960 100.0

Ⅱ 売上原価

   当期製品製造原価 7,205,655 61.6 7,078,284 59.0

   売上総利益 4,488,574 38.4 4,920,675 41.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 199,177 189,084

 ２ 荷造運賃 241,326 255,553

 ３ 役員報酬 132,016 144,870

 ４ 給与手当 1,389,973 1,536,036

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 35,360

 ６ 退職給付引当金繰入額 57,909 63,575

 ７ 役員退職慰労引当金 
      繰入額

15,409 12,950

 ８ 福利厚生費 282,757 311,679

 ９ 修繕維持費 28,705 31,191

 10 租税公課 43,614 45,436

 11 減価償却費 60,703 62,764

 12 賃借料 93,982 124,818

 13 その他 498,886 3,044,462 26.0 554,173 3,367,494 28.1

   営業利益 1,444,112 12.4 1,553,181 12.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,084 1,044

 ２ 有価証券利息 55 115

 ３ 受取配当金 8,303 10,823

 ４ 有価証券売却益 763 ―

 ５ 不動産賃貸料 1,765 5,497

 ６ 受取受講料 11,785 20,461

 ７ 投資事業組合投資利益 103,440 127,650

 ８ その他 23,163 150,362 1.3 26,997 192,590 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 584 4,734

 ２ 有価証券売却損 ― 2,270

 ３ 新株発行費 2,982 1,337

 ４ その他 15,537 19,104 0.2 3,076 11,419 0.1

   経常利益 1,575,370 13.5 1,734,351 14.5



 
  

前事業年度
(自 平成16年６月１日  
 至 平成17年５月31日)

当事業年度 
(自 平成17年６月１日  
 至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1,513 28,089

 ２ 貸倒引当金戻入額 1,544 ―

 ３ 宝育英基金受贈益 20,000 23,057 0.2 ― 28,089 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ 2,250 1,302

 ２ 固定資産除却損 ※２ 35,014 27,669

 ３ 投資有価証券売却損 380 3,764

 ４ 投資有価証券評価損 ― 4,129

 ５ 貸倒引当金繰入額 ― 4,529

 ６ その他の投資評価損 1,299 38,944 0.4 ― 41,396 0.4

   税引前当期純利益 1,559,483 13.3 1,721,045 14.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

619,233 716,741

   法人税等調整額 27,020 646,254 5.5 △ 9,904 706,836 5.8

   当期純利益 913,228 7.8 1,014,208 8.5

   前期繰越利益 410,396

   中間配当額 91,768

   当期未処分利益 1,231,856



製造原価明細書 

  

 
  

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

※２ 他勘定振替高の内容は、販売費及び一般管理費に振り替えたものであり、次のとおりであります。 

 
  

(原価計算の方法) 

前事業年度及び当事業年度の当社の原価計算は、実際個別原価計算によっております。 

  

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 920,654 12.5 884,222 12.2

Ⅱ 労務費 2,567,800 35.0 2,546,990 35.3

Ⅲ 外注加工費 3,067,772 41.8 2,945,387 40.9

Ⅳ 経費 ※１ 789,519 10.7 833,761 11.6

  当期総製造費用 7,345,746 100.0 7,210,362 100.0

  期首仕掛品たな卸高 664,461 681,684

      合計 8,010,207 7,892,047

  期末仕掛品たな卸高 681,684 715,666

  他勘定振替高 ※２ 122,867 98,096

  当期製品製造原価 7,205,655 7,078,284

科目

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

金額(千円) 金額(千円)

減価償却費 242,110 246,284

賃借料 65,493 93,494

水道光熱費 41,622 46,700

修繕維持費 134,235 136,058

荷造運賃 76,702 75,346

科目

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

金額(千円) 金額(千円)

販売促進費 95,671 73,692

事務費 16,284 14,886

広告宣伝費 4,860 5,480

その他 6,051 4,036

計 122,867 98,096



③ 【利益処分計算書】 

 
(注) １ 平成17年２月17日に91,768千円(１株につき８円00銭)の中間配当を実施いたしました。 

２ 特別償却準備金は、租税特別措置法に基づくものであります。 
  

  

株主総会承認年月日
前事業年度

（平成17年８月25日）

区分
注記 
番号

金額(千円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 1,231,856

Ⅱ 任意積立金取崩額

    特別償却準備金取崩額 2,332 2,332

合計 1,234,189

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 137,987
 ２ 役員賞与金 32,660
   (うち監査役賞与金） (4,140)
 ３ 任意積立金

    別途積立金 650,000 820,647

Ⅳ 次期繰越利益 413,541

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 359

Ⅱ その他資本剰余金処分額 ―

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額

   自己株式処分差益 359



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年６月１日 至 18年５月31日）           (単位 千円) 

 
  
  
  

  

株  主  資  本
評価・ 

換算差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金
その他 

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

特別償却 

準備金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成17年５月31日
残高

1,985,400 1,934,397 359 174,905 7,026 5,050,000 1,231,856 △ 33,508 10,350,438 132,900

事業年度中の変動
額

新株の発行 42,121 42,121 84,243

剰余金の配当 △ 253,897 △ 253,897

役員賞与の支給 △ 32,660 △ 32,660

当期純利益 1,014,208 1,014,208

自己株式の取得 △ 17,994 △ 17,994

自己株式の処分 76 118 195

特別償却準備金の
取崩(当期分)

△ 2,332 2,332 ―

特別償却準備金の
取崩(前期分)

△ 2,332 2,332 ―

別途積立金の積立 650,000 △ 650,000 ―

株主資本以外の 
項目の事業年度中
の変動額(純額)

139,967

事業年度中の変動
額合計

42,121 42,121 76 ― △ 4,665 650,000 82,316 △ 17,875 794,095 139,967

平成18年５月31日
残高

2,027,522 1,976,519 435 174,905 2,361 5,700,000 1,314,173 △ 51,384 11,144,533 272,867



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

  時価のないもの

   同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料 

  移動平均法による原価法 

(2) 仕掛品 

  個別法による原価法 

(3) 貯蔵品 

  最終仕入原価法

(1) 原材料 

  同左 

(2) 仕掛品 

  同左 

(3) 貯蔵品 

  同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  法人税法に規定する方法と同一の

基準による定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、法人税法に規定する方法

と同一の基準による定額法によって

おります。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  法人税法に規定する方法と同一の

基準による定額法 

 ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

同左

４ 繰延資産の処理方法  新株発行費

 支出時に全額費用として処理して

おります。

 新株発行費

 同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権その他これに準ずる債権

の貸倒れによる損失に備えるため計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 ① 一般債権

 貸倒実績率法によっておりま

す。
 ② 貸倒懸念債権等

 財務内容評価法によっておりま

す。

 ① 一般債権

 同左

 ② 貸倒懸念債権等

 同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

(2) 投資損失引当金

  子会社株式及び関連会社株式の実

質価値の低下による損失に備えて、

純資産価額等を勘案して必要と認め

られる額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

―――――

(3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 なお、当事業年度末においては、

年金資産見込額が退職給付債務見込

額を超過しているため、超過額を前

払年金費用に計上しております。 

 また、数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

(4) 退職給付引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

  役員退職慰労金の支給に備えて内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



 会計方針の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年12月１日に施行されたこと及

び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員

会報告第14号）が平成17年２月15日付で改正されたこ

とに伴い、当事業年度から投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）を出資金から投資有価証券として計上す

る方法に変更いたしました。 

 また、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付で改正さ

れ、同実務指針で貸借対照表及び損益計算書について

持分相当額を純額で取り込む方法が原則とされたこと

により、損益の計上方法を損益帰属方式から純額方式

に変更いたしました。 

 これらの変更に伴う影響は以下のとおりでありま

す。

（貸借対照表）

 当事業年度において「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は803,351千円であります。

（損益計算書）

 当事業年度において営業外収益の「投資事業組合投

資利益」103,440千円に含めたものを前事業年度の処理

科目に従って示すと以下のとおりであります。

営業外収益 受取利息 629千円

受取配当金 1,422千円

その他 936千円

営業外費用 投資事業組合管理費 △38,437千円

その他 △4,260千円

特別利益 投資有価証券売却益 160,032千円

その他 3,888千円

特別損失 投資有価証券売却損 △20,771千円

差引計 103,440千円

 この結果、従来の方式に比べ、営業外収益が100,451

千円増加、営業外費用が42,697千円減少し、経常利益

が143,148千円増加、特別利益が163,920千円減少、特

別損失が20,771千円減少しましたが、税引前当期純利

益及び当期純利益に影響はありません。

―――――――



会計処理の変更 

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

 

――――――― 

 

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準
第４号）を適用しております。  
 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益が、35,360千円減少しており
ます。

――――――― （退職給付に係る会計基準）

当事業年度から「『退職給付に係る会計基準』の一
部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）
及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関す
る適用指針」（企業会計基準適用指針第７号平成17年
３月16日）を適用しております。これにより、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益は792千円増加して
おります。

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

11,417,401千円であります。  

 財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表示に関

する変更は以下のとおりであります。  

 

１ 前事業年度における「資本の部」は、当事業年度

から「純資産の部」となり、「純資産の部」は「株

主資本」及び「評価・換算差額等」に分類して表示

しております。

２ 前事業年度において独立掲記しておりました「資

本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」は当事

業年度においては「株主資本」の内訳科目として表

示しております。

３ 前事業年度において「資本剰余金」の「その他剰

余金」は内訳科目を表示しておりましたが、当事業

年度から一括して表示しております。

４ 前事業年度において「利益剰余金」の内訳科目と

して表示しておりました「任意積立金」は、当事業

年度から「その他利益剰余金」の内訳科目として表

示しております。なお、本改正により従来の「任意

積立金」の区分は廃止されております。

５ 前事業年度において「利益剰余金」の内訳科目と

して表示しておりました「当期未処分利益」は、当

事業年度から「その他利益剰余金」の内訳科目であ

る「繰越利益剰余金」として表示しております。

６ 前事業年度において「利益剰余金」の次に表示し

ておりました「その他有価証券評価差額金」は、当

事業年度から「評価・換算差額等」の内訳科目とし

て表示しております。



次へ 

 
  

追加情報 
  

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――――――
 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号）及

び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針第２号）を適用

しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、財務諸表等規則の改正による貸借対照表の表

示に関する変更は以下のとおりであります。 

 前事業年度において資本に対する控除項目として

「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当事業年度から「株主資本」に対する控除項

目として「株主資本」の末尾に表示しております。  

 

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費は30,000千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

30,000千円減少しております。

―――――――
 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
減少数の内訳は、次の通りであります。 

 
  

  

  

前事業年度
(平成17年５月31日)

当事業年度
(平成18年５月31日)

 

※１ (担保資産)

   (1) 担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

   (2) 上記に対応する債務

買掛金 95,409千円

 

※１ (担保資産)

   (1) 担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円

   (2) 上記に対応する債務

買掛金 33,641千円

※２ 会社が発行する株式 普通株式 37,000,000株

    発行済株式総数 普通株式 11,539,621株
 
※２        ――――― 

※３ 自己株式の保有数 普通株式     40,673株 ※３        ―――――

 ４ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が132,900

千円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

 ４        ―――――

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※１ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 2,250千円

※１ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 1,302千円

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 882千円

構築物 237千円

機械及び装置 14,333千円

工具器具及び備品 2,007千円

ソフトウェア 17,554千円

計 35,014千円

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 8,945千円

構築物 781千円

機械及び装置 15,084千円

車両及び運搬具 117千円

工具器具及び備品 2,740千円

計 27,669千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 40,673 15,648 130 56,191

単元未満株式の買取による増加 15,648株

単元未満株式の買増請求による減少 130株



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物
機械 
及び装置

工具器具 
及び備品

合計

取得価額 
相当額

4,370千円 13,210千円 34,687千円 52,267千円

減価償却 
累計額相当額

1,618千円 2,561千円 17,629千円 21,810千円

期末残高 
相当額

2,751千円 10,648千円 17,057千円 30,457千円

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

建物
機械
及び装置

工具器具 
及び備品

合計

取得価額
相当額

4,370千円 13,210千円 31,485千円 49,065千円

減価償却
累計額相当額

2,104千円 4,872千円 21,151千円 28,128千円

期末残高
相当額

2,266千円 8,337千円 10,333千円 20,937千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,523千円

１年超 22,885千円

合計 32,409千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,589千円

１年超 13,295千円

合計 22,885千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 12,717千円

減価償却費相当額 10,842千円

支払利息相当額 2,410千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 10,866千円

減価償却費相当額 9,093千円

支払利息相当額 1,794千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 4,594千円

合計 6,316千円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 1,722千円

１年超 2,871千円

合計 4,594千円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年５月31日現在)及び当事業年度(平成18年５月31日現在)における子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

① 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

② 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
  
前事業年度（平成17年５月31日）及び当事業年度（平成18年５月31日）   
  
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以

下であるため、注記を省略しております。 

  

  

  

前事業年度
(平成17年５月31日)

当事業年度 
(平成18年５月31日)

繰延税金資産

 役員退職慰労引当金否認額 65,479千円 70,748千円

 未払事業税否認額 32,958千円 36,010千円

 投資有価証券評価損否認額      77,549千円 74,992千円

 その他の投資評価損否認額 17,839千円 10,718千円

 その他 48,555千円 74,731千円

繰延税金資産合計 242,382千円 267,201千円

繰延税金負債

 前払年金費用認容額 △54,773千円 △72,535千円

 未払労働保険料認容額 △15,807千円 △14,560千円

 特別償却準備金認容額 △3,220千円 △1,620千円

 その他有価証券評価差額金 △91,176千円 △187,202千円

繰延税金負債合計 △164,979千円 △275,919千円

繰延税金資産又は負債の純額 77,403千円 △8,717千円



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目
前事業年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 908円84銭 981円79銭

１株当たり当期純利益 76円79銭 87円57銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
76円20銭 87円19銭

 

 当社は、平成16年７月20日付で株
式１株につき1.1株の株式分割を行
っております。当該株式分割が前期
首に行われたと仮定した場合におけ
る前事業年度の１株当たり情報の各
数値はそれぞれ以下のとおりであり
ます。

１株当たり純資産額 852円24銭

１株当たり当期純利益 58円07銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

57円62銭

 

項目
前事業年度

(平成17年５月31日)
当事業年度

(平成18年５月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 
(千円)

― 11,417,401

普通株式に係る純資産額(千円) ― 11,417,401

貸借対照表の純資産の部の合計額と
１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式に係る連結会計年度末
の純資産額との差額(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数（株） ― 11,685,371

普通株式の自己株式数（株） ― 56,191

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

― 11,629,180

項目
前事業年度

(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 913,228 1,014,208

普通株主に帰属しない金額(千円) 
(利益処分による役員賞与金)

32,660 ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 880,568 1,014,208

普通株式の期中平均株式数(株) 11,466,868 11,581,492

潜在株式調整後の１株当たり当期純
利益の算定に用いられた普通株式増
加数（株）
（新株予約権）

 
 

89,427

 
 

50,314

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要
 

平成12年８月30日定時株主総会決議

ストックオプション(新株引受権)

普通株式 218,000株

―――――



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年６月１日
至 平成17年５月31日)

当事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――――――

 

 当社は、平成18年７月４日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

 １ 分割方法

 平成18年８月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、

１株につき1.1株の割合をもって分割いたしま

す。ただし、分割の結果生じる１株未満の端数株

式は、これを一括売却または買受けし、その代金

を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分

配いたします。

 ２ 分割により増加する株式数

 普通株式とし、平成18年８月31日最終の発行済

株式総数に0.1を乗じた株式数といたします。た

だし、計算の結果１株未満の端数株式が生じた場

合は、これを切り捨てます。

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以

下のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

826.22円 892.54円

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

69.81円 79.61円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

69.27円 79.27円



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

 
  

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額 
(千円)

投資有価証券
その他有
価証券

㈱小森コーポレーション 60,000 139,800

㈱みずほフィナンシャルグループ
優先株式

100 100,000

三井トラスト・ホールディングス㈱ 51,000 68,391

日本アジア投資㈱ 50,000 35,050

東海旅客鉄道㈱ 30 33,600

㈱阿波銀行 35,000 24,850

バウンアンドコーポレーション㈱ 10,000 16,282

㈱みずほフィナンシャルグループ 16.99 15,409

東京建物㈱ 11,550 13,686

野村ホールディングス㈱ 6,000 13,080

その他(67銘柄) ─ 202,208

小計 ─ 662,358

計 ─ 662,358

銘柄
券面総額
(千円)

貸借対照表計上額 
(千円)

投資有価証券
その他有
価証券

㈱日本印刷会館 第１回社債 5,000 5,000

小計 5,000 5,000

計 5,000 5,000



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄
投資口数等
(口)

貸借対照表計上額 
(千円)

有価証券
その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券)

野村マネー・マネージメント・
ファンド

200,170,058 200,170 

ダイワマネー・マネジメント・
ファンド

130,527,914 130,527 

小計 330,697,972 330,697 

投資有価証券
その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券)

国際投信投資顧問
 J・エクイティ

30,196,499 22,233 

その他(7銘柄) ― 80,444 

(投資事業有限責任組合への出資)

㈱ジャフコ

 ジャフコＶ２―Ｃ号 
 投資事業有限責任組合

2 199,197 

 ジャフコＶ１―Ａ号 
 投資事業有限責任組合

1 99,452 

ソフトバンク・インベストメント㈱

 ソフトバンク・インターネット
 ファンド

1 118,434 

 ソフトバンク・ＩＴ・ファンド２号 1 92,791 

日興アントファクトリー㈱

 ニューウェーブ2001 
 投資事業有限責任組合

1 80,429 

その他（18銘柄） ― 512,739 

小計 ― 1,205,724 

計 ― 1,536,422 



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産のうち「借地権」「商標権」「施設利用権」及び「ソフトウェア仮勘定」については、貸

借対照表上「その他」の科目をもって掲記されております。 

   ２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  機械及び装置   浮間工場   印刷設備等    46,551千円 

  ソフトウェア   本社・工場  制作設備等   113,756千円 

   ３ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  機械及び装置   浮間工場   印刷設備等    49,305千円 

  機械及び装置   本社・工場  制作設備等    50,311千円 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 2,970,462 47,651 68,934 2,949,178 1,693,784 82,355 1,255,394

 構築物 40,401 460 1,268 39,593 32,487 1,046 7,105

 機械及び装置 2,052,684 88,293 106,799 2,034,178 1,446,674 139,399 587,504

 車両及び運搬具 11,970 ― 1,680 10,290 9,775 22 514

 工具器具及び備品 324,435 30,358 31,109 323,684 244,862 23,773 78,821

 土地 3,170,483 ― ― 3,170,483 ― ― 3,170,483

 建設仮勘定 ― 16,500 ― 16,500 ― ― 16,500

有形固定資産計 8,570,438 183,263 209,791 8,543,910 3,427,584 246,597 5,116,325

無形固定資産

 ソフトウェア 247,855 156,585 ― 404,441 154,898 62,387 249,543

 電話加入権 11,511 ― ― 11,511 ― ― 11,511

 借地権 500 ― ― 500 ― ― 500

 商標権 498 ― ― 498 153 49 345

 施設利用権 280 ― ― 280 241 14 38

 ソフトウェア仮勘定 3,920 33,395 28,882 8,432 ― ― 8,432

無形固定資産計 264,566 189,981 28,882 425,664 155,293 62,451 270,371

長期前払費用 1,088 850 ― 1,938 1,233 780 704

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)の内5,121千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、11千円は貸倒れ

に伴う消費税等の取崩額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 5,365 9,777 233 5,132 9,777

投資損失引当金 164,000 ― ― ― 164,000

役員賞与引当金 ― 35,360 ― ― 35,360

役員退職慰労引当金 160,921 12,950 ― ― 173,871



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 3,242

預金の種類

当座預金 292,655

普通預金 1,510,474

定期預金 1,404,500

計 3,207,630

合計 3,210,872

相手先 金額(千円)

㈱フジテレビジョン 10,395

㈱大紀アルミニウム工業所 5,550

㈱東京衡機製造所 5,407

シライ電子工業㈱ 4,904

浜松ホトニクス㈱ 4,850

その他 63,264

合計 94,373

期日別 金額(千円)

平成18年６月満期 41,581

  〃  ７月 〃 8,743

  〃  ８月 〃 25,423

  〃  ９月 〃 15,875

  〃  10月 〃 524

  〃  11月 〃 2,225

合計 94,373



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 原材料 

  

 
  

⑤ 仕掛品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 99,550

DAIWA SECURITIES SMBC(H.K.)LIMITED 68,974

NIKKO BANK (LUXEMBOURG)S.A. 29,331

キーウェアソリューションズ㈱ 20,484

ドイチェ・バンク ＡＧ ロンドン 20,127

その他 1,412,535

合計 1,651,004

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,636,902 12,617,014 12,602,913 1,651,004 88.4 47.6

区分 金額(千円)

用紙 21,212

PS版 657

インキ 224

その他 2,290

合計 24,384

区分 金額(千円)

証券取引法関連 215,206

会社法関連 379,522

ＩＲ関連 109,160

その他 11,778

合計 715,666



⑥ 貯蔵品 

  

 
  

⑦ 買掛金 

  

 
  

⑧ 未払費用 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

販売促進用印刷物 13,027

その他 9,605

合計 22,632

相手先 金額(千円)

ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス㈱ 56,566

㈱文祥堂洋紙店 52,368

丸大紙業㈱ 42,775

大日本印刷㈱ 37,596

㈱日本経済新聞社 33,641

その他 382,767

合計 605,715

区分 金額(千円)

未払賞与 338,634

未払残業代 108,423

未払社会保険料 94,734

未払人材派遣料 133,130

その他 144,619

合計 819,542



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  平成18年８月24日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおり

となりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむ得ない事由によって電子公告による公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.takara-print.co.jp 

決算期 ５月31日

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

株券の種類 500株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 11月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  登録手数料
喪失申出件数１件につき8,600円
喪失登録株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

  買増受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典

毎年５月31日現在における所有株数に応じて次のとおり実施いたします。 
1) 100株以上2,000株未満 
  1,000円相当の図書カードまたは1,500円コースの選べるギフトを贈呈 
2) 2,000株以上 
  3,000円相当の図書カードまたは3,000円コースの選べるギフトを贈呈



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第68期(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)平成17年８月25日関東財務局長に提

出 

(2)  半期報告書 

事業年度 第69期中(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日)平成18年２月14日関東財務局長に

提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

 
  

平成17年８月25日

宝印刷株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている宝印刷株式会社の平成16年６月１日から平成17年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、宝印刷株式会社及び連結子会社の平成17年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から「投資事業有限責任組合への出資」（証券取

引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を出資金から投資有価証券として計上する方法に変更す

るとともに、損益の計上方法を損益帰属方式から純額方式に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

和泉監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
  

平成18年８月24日

宝印刷株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている宝印刷株式会社の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、宝印刷株式会社及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から役員賞与に関する会計基準を適用している

ため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

和泉監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
  

平成17年８月25日

宝印刷株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている宝印刷株式会社の平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、宝印刷株式会社の平成17年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から「投資事業有限責任組合への出資」（証券取引法

第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を出資金から投資有価証券として計上する方法に変更すると

ともに、損益の計上方法を損益帰属方式から純額方式に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
  

平成18年８月24日

宝印刷株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている宝印刷株式会社の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、宝印刷株式会社の平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から役員賞与に関する会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

和泉監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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